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◎将来都市像〈新しい価値の創造都市・前橋〉 

 

 

 

 

 

◎６つの“まちづくりの柱” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市民一人ひとりが個性と能力を生かし、個々に輝く 

ことにより新しい前橋らしさを創造するまち 

 

（第七次前橋市総合計画）  

①教育・人づくり 

誰もが社会の中で豊かな心と健やかな身体を身に付けなが

ら、夢に向かって前向きに成長できるまちにします。 

 

②結婚・出産・子育て 

かけがえのない大切なパートナーや子どもと、喜びや楽しさ

を分かち合いたい人たちの希望を叶えるまちにします。 

 

③健康・福祉 

人々が支え合い、誰もが自分らしく健康に暮らせる共生のま

ちにします。 

 

④産業振興 

産業を地域に根付かせ、その活力を原動力にして前進するま

ちにします。 

 

⑤シティプロモーション 

地域のブランド力を強化し、人々の関心や愛着を高め、住ん

でみたい、住み続けたいまちにします。 

 

⑥都市基盤 

都市インフラの計画的な整備と環境への配慮により、持続的

に発展していくまちにします。 
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令和５年度
計  上　額

令和４年度
予　算　額

比 較 増 減 伸び率％

146,764,500 153,026,442 △ 6,261,942 △ 4.1

32,893,082 32,463,366 429,716 1.3

5,133,575 4,939,408 194,167 3.9

21,403,347 21,334,897 68,450 0.3

（企業会計へ移行）

1,083,254 △ 1,083,254 皆減

35,390,793 34,209,053 1,181,740 3.5

66,545 58,745 7,800 13.3

134,910 136,040 △ 1,130 △ 0.8

10,100 10,100 0 0.0

2,454,489 3,587,189 △ 1,132,700 △ 31.6

97,486,841 97,822,052 △ 335,211 △ 0.3

12,340,972 11,338,210 1,002,762 8.8

12,684,174 12,788,901 △ 104,727 △ 0.8

2,177,426 2,177,426 皆増

27,202,572 24,127,111 3,075,461 12.7

271,453,913 274,975,605 △ 3,521,692 △ 1.3合　　　　　　　　計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

新 エ ネ ル ギ ー 発 電
事 業 特 別 会 計

用 地 先 行 取 得
事 業 特 別 会 計

産 業 立 地 推 進
事 業 特 別 会 計

小　　　　　計

　

企

業

会

計

．

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

小　　　　　計

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計

第 1 表　各会計予算計上額一覧表

　　　　　　　　　（単位　 千円）

会　　　 計　　　 名

一　　般　　会　　計

特
 
 
 
別
 
 
 
会
 
 
 
計

国 民 健 康 保 険
特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

競 輪 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計

介 護 保 険
特 別 会 計
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　【歳　入】

伸び率 構成比 伸び率 構成比
％ ％ ％ ％

1 市 税 54,355,980 2.1 37.0 53,240,791 10.2 34.8 1,115,189

2 地 方 譲 与 税 1,230,001 △ 6.5 0.8 1,315,001 4.8 0.9 △ 85,000

3 利 子 割 交 付 金 16,000 △ 44.8 0.0 29,000 △ 3.3 0.0 △ 13,000

4 配 当 割 交 付 金 300,000 61.3 0.2 186,000 2.8 0.1 114,000

5 株式等譲渡所得割交付金 130,000 △ 53.6 0.1 280,000 39.3 0.2 △ 150,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 800,000 27.0 0.5 630,000 34.0 0.4 170,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 8,800,000 8.6 6.0 8,100,000 6.6 5.3 700,000

8 ゴルフ場利用税交付金 19,000 △ 5.0 0.0 20,000 0.0 0.0 △ 1,000

9 環 境 性 能 割 交 付 金 77,000 △ 54.7 0.1 170,000 41.7 0.1 △ 93,000

10 地 方 特 例 交 付 金 370,000 75.4 0.3 211,000 △ 92.6 0.1 159,000

11 地 方 交 付 税 14,200,000 11.8 9.7 12,700,000 5.8 8.3 1,500,000

12 交通安全対策特別交付金 82,000 △ 2.4 0.1 84,000 0.0 0.1 △ 2,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 71,815 △ 2.7 0.0 73,795 △ 4.8 0.1 △ 1,980

14 使 用 料 及 び 手 数 料 2,968,608 △ 2.4 2.0 3,041,749 0.6 2.0 △ 73,141

15 国 庫 支 出 金 23,242,213 △ 6.4 15.8 24,818,934 △ 0.2 16.2 △ 1,576,721

16 県 支 出 金 10,493,152 1.7 7.2 10,319,253 2.4 6.7 173,899

17 財 産 収 入 590,772 6.6 0.4 554,445 30.3 0.4 36,327

18 寄 附 金 288,833 0.4 0.2 287,632 28.9 0.2 1,201

19 繰 入 金 4,057,268 △ 16.3 2.8 4,848,402 16.2 3.2 △ 791,134

20 繰 越 金 200,000 0.0 0.1 200,000 0.0 0.1 0

21 諸 収 入 17,171,258 △ 9.0 11.7 18,873,740 △ 19.1 12.3 △ 1,702,482

22 市 債 7,300,600 △ 44.0 5.0 13,042,700 △ 22.5 8.5 △ 5,742,100

146,764,500 △ 4.1 100.0 153,026,442 △ 2.1 100.0 △ 6,261,942歳 　入 　合 　計

第 2 表　一般会計歳入・歳出予算計上額款別一覧表

（単位　 千円）

款
令　和　５　年　度 令　和　４　年　度

比較増減
計 上 額 予 算 額
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【主な歳入見込額の考え方】

1 市 税

　個人市民税は、給与所得の増加等により、対前年度５．１％の増を見
込んでいます。
　法人市民税は、原材料費やエネルギー価格の高騰の影響等により、対
前年度１０．９％の減を見込んでいます。
　固定資産税は、新増築家屋の増加等により、対前年度１．７％の増を
見込んでいます。
　以上のほか、その他の税を令和４年度実績等を基に見込んだ結果、市
税全体では対前年度２．１％、１１．２億円の増となります。

　　　　　　　　　　　【R4】　　　　 　 　【R5】 　　 　　【増減】
　個人市民税　　  １８８．５億円 →　　１９８．２億円 　　９．７億円
　法人市民税　　　　４５．０億円 →　　　４０．１億円 　△４．９億円
　固定資産税　　  ２２３．８億円 →　　２２７．５億円 　　３．７億円
　軽自動車税　　　　１０．５億円 →　　　１０．９億円　 　０．４億円
　市たばこ税　　　　２１．２億円 →　　　２２．８億円　　 １．６億円
　事業所税　　　　　２１．６億円 →　　　２１．８億円　 　０．２億円
　都市計画税　　　　２１．３億円 →　　　２１．８億円 　　０．５億円

7
地 方 消 費 税
交 付 金

　個人消費のコロナ禍からの回復傾向が続くことなどが見込まれるた
め、対前年度８．６％、７．０億円の増を見込んでいます。

11 地方交付税
　市税収入の増収が見込まれるものの、臨時財政対策債の減少による影
響などを踏まえ、対前年度１１．８％、１５．０億円の増を見込んでい
ます。

15 国庫支出金
　保育所等整備交付金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金の減等により、対前年度△６．４％、１５．８億円の減を見込んで
います。

19 繰 入 金
　財政調整基金繰入金の減（２７．６億円→２５．０億円）や職員退職
手当基金繰入金の減等により、対前年度△１６．３％、７．９億円の減
となります。

21 諸 収 入
　令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策による特別融資（経営安
定資金）預託金元金収入の減等により、対前年度△９．０％、
１７．０億円の減となります。

22 市 債

　赤城公園整備促進事業や夜間急病診療所整備事業に伴う増等がある一
方で、臨時財政対策債の減や道の駅「まえばし赤城」の整備工事の完了
に伴う減等により、全体の発行額は、対前年度△４４．０％、５７．４
億円の減となります。また、臨時財政対策債１９．０億円を除いた通常
債では、対前年度△３６．８％、３１．４億円の減となります。

 　　　　　　　　　 　【R4】　　　　 　　【R5】　　 　　 　【増減】
 通常債　　　　　 　８５．４億円 →　 　５４．０億円　 △３１．４億円
 臨時財政対策債   　４５．０億円 →   　１９．０億円 　△２６．０億円
       計　   　　１３０．４億円 →   　７３．０億円　 △５７．４億円

款 基   本   的   な   考   え   方
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　【歳　出】

伸び率 構成比 伸び率 構成比
％ ％ ％ ％

1 議 会 費 641,571 △ 17.2 0.4 775,030 15.5 0.5 △ 133,459

2 総 務 費 11,150,111 △ 18.7 7.6 13,716,505 △ 0.5 9.0 △ 2,566,394

3 民 生 費 56,228,593 △ 0.1 38.3 56,284,594 2.8 36.8 △ 56,001

4 衛 生 費 10,261,295 △ 0.3 7.0 10,290,250 0.5 6.7 △ 28,955

5 労 働 費 264,354 △ 30.8 0.2 382,129 △ 0.1 0.3 △ 117,775

6 農 林 水 産 業 費 2,710,661 9.9 1.8 2,465,893 △ 3.4 1.6 244,768

7 商 工 費 16,024,408 △ 19.8 10.9 19,990,529 △ 16.2 13.1 △ 3,966,121

8 土 木 費 15,983,440 1.9 10.9 15,679,251 △ 5.6 10.2 304,189

9 消 防 費 4,633,457 △ 4.8 3.2 4,867,803 19.1 3.2 △ 234,346

10 教 育 費 12,717,142 3.4 8.7 12,295,161 △ 7.7 8.0 421,981

11 災 害 復 旧 費 10,000 0.0 0.0 10,000 0.0 0.0 0

12 公 債 費 15,839,468 △ 0.8 10.8 15,969,297 1.1 10.4 △ 129,829

13 予 備 費 300,000 0.0 0.2 300,000 0.0 0.2 0

146,764,500 △ 4.1 100.0 153,026,442 △ 2.1 100.0 △ 6,261,942歳 　出 　合 　計

（単位　 千円）

款
令　和　５　年　度 令　和　４　年　度

比較増減
計 上 額 予 算 額
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【主な歳出（款別）の特徴】

1 議 会 費
　市庁舎一部改築に伴う備品購入（議会関係分）の減等により、対前
年度△１７．２％、１．３億円の減となります。

2 総 務 費
　職員退職手当基金積立金や市長選挙並びに市議会議員補欠選挙の増
等がある一方で、市庁舎整備事業の減等により、対前年度
△１８．７％、２５．７億円の減となります。

3 民 生 費
　障害児通所支援事業や後期高齢者医療広域連合医療費負担金の増等
がある一方で、民間保育所・認定こども園に対する施設整備補助の減
等により、対前年度△０．１％、０．６億円の減となります。

4 衛 生 費
　出産・子育て応援給付金事業や夜間急病診療所移転新築工事の増等
がある一方で、新型コロナウイルスワクチン接種事業の減等により、
対前年度△０．３％、０．３億円の減となります。

5 労 働 費
　雇用対策事業の増等がある一方で、テルサ管理事業の減等により、
対前年度△３０．８％、１．２億円の減となります。

6 農林水産業費
　森林整備推進事業や林業対策事業の増等により、対前年度
９．９％、２．４億円の増となります。

7 商 工 費

　赤城公園整備促進事業の増等がある一方で、道の駅「まえばし赤
城」の整備工事の完了による減や令和２年度の新型コロナウイルス感
染症対策による特別融資（経営安定資金）預託金の減等により、対前
年度△１９．８％、３９．７億円の減となります。

8 土 木 費
　土地区画整理事業の事業進捗に伴う減等がある一方で、中心市街地
等再生事業の増等により、対前年度１．９％、３．０億円の増となり
ます。

9 消 防 費
　消防局庁舎空調設備の改修工事や消防・救急デジタル無線設備の更
新に伴う増等がある一方で、防災行政無線システムの更新の完了によ
る減等により、対前年度△４．８％、２．３億円の減となります。

10 教 育 費
　図書館の電子書籍サービス・ＩＣタグシステムの導入完了に伴う減
等がある一方で、小・中学校の校舎等大規模改修事業や体育施設整備
事業の増等により、対前年度３．４％、４．２億円の増となります。

款 主　　な　　特　　徴
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伸び率 構成比 伸び率 構成比
％ ％ ％ ％

1 21,079,929 △ 4.0 14.4 21,953,598 △ 0.5 14.4 △ 873,669

232,687 △ 80.2 0.2 1,177,219 △ 26.3 0.8 △ 944,532

20,847,242 0.3 14.2 20,776,379 1.5 13.6 70,863

2 20,979,105 △ 3.6 14.3 21,756,820 5.4 14.2 △ 777,715

3 1,894,766 △ 2.2 1.3 1,936,944 △ 9.9 1.3 △ 42,178

4 34,276,737 1.2 23.3 33,885,922 2.4 22.1 390,815

5 16,258,654 7.0 11.1 15,200,635 2.3 9.9 1,058,019

6 15,839,468 △ 0.8 10.8 15,969,297 1.1 10.4 △ 129,829

7 974,081 70.0 0.7 572,858 △ 33.5 0.4 401,223

8 478,290 2.9 0.3 464,602 △ 4.5 0.3 13,688

9 13,526,584 △ 12.9 9.2 15,529,435 △ 22.1 10.2 △ 2,002,851

10 9,147,089 △ 2.5 6.2 9,379,201 1.3 6.1 △ 232,112

11 12,009,797 △ 25.3 8.2 16,077,130 △ 5.1 10.5 △ 4,067,333

11,999,797 △ 25.3 8.2 16,067,130 △ 5.1 10.5 △ 4,067,333

ｱ 5,178,446 △ 22.0 3.5 6,640,448 △ 7.6 4.3 △ 1,462,002

ｲ 6,005,416 △ 34.6 4.1 9,178,524 △ 2.1 6.0 △ 3,173,108

ｳ 815,935 228.8 0.6 248,158 △ 32.1 0.2 567,777

10,000 0.0 0.0 10,000 0.0 0.0 0

12 300,000 0.0 0.2 300,000 0.0 0.2 0

146,764,500 △ 4.1 100.0 153,026,442 △ 2.1 100.0 △ 6,261,942

(1) 普 通 建 設 事 業 費

補 助

○ 義務的経費の割合
　（算式）　義務的経費 （人件費、扶助費、公債費の計） ÷ 予算規模 × １００
　　　　５年度　 … ４８．５％
        ４年度　 … ４６．９％
        ３年度　 … ４５．４％

県 営 事 業 負 担 金 等

(2) 災 害 復 旧 事 業 費

予 備 費

歳 　出 　合 　計

単 独

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

第 3 表　一般会計予算性質別計上額一覧表

　【歳　出】 （単位　 千円）

区　　　分

令　和　５　年　度 令　和　４　年　度
比較増減

計 上 額 予 算 額

人 件 費

内
訳

扶 助 費

補 助 費 等

退 職 手 当

退 職 手 当 以 外

物 件 費

貸 付 金

繰 出 金

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金
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【主な歳出（性質別）の特徴】

1 人 件 費
　会計年度任用職員の報酬改定に伴う増等がある一方で、定年延長に
伴う退職手当の減等により、対前年度△４．０％、８．７億円の減と
なります。

2 物 件 費

　消防・救急デジタル無線設備の更新に伴う増等がある一方で、新型
コロナウイルスワクチン接種事業の減や図書館の電子書籍サービス・
ＩＣタグシステムの導入完了に伴う減等により、対前年度
△３．６％、７．８億円の減となります。

3 維持補修費
　文化財施設整備事業や舗装長寿命化修繕計画事業の増等がある一方
で、橋りょう長寿命化修繕計画に基づく各補修工事の減等により、対
前年度△２．２％、０．４億円の減となります。

4 扶 助 費
　生活保護費、介護給付費・訓練等給付費、障害児通所給付費の増等
により、対前年度１．２％、３．９億円の増となります。

5 補 助 費 等
　農業集落排水事業の企業会計への移行に伴い、当該事業会計に対す
る繰出金の一部が補助費等に変更となることによる増等により、対前
年度７．０％、１０．６億円の増となります。

6 公 債 費
　市債元金償還金の減と低利な利率の借入等による市債利子の減によ
り、対前年度△０．８％、１．３億円の減となります。

7 積 立 金
　産業立地推進事業特別会計からの繰入金を基にした財政調整基金積
立金の減等がある一方で、職員退職手当基金積立金の増等により、対
前年度７０．０％、４．０億円の増となります。

8
投 資 及 び
出 資 金

　下水道事業会計への雨水処理経費等負担金の減がある一方で、農業
集落排水事業の企業会計への移行に伴い、当該事業会計に対する繰出
金の一部が出資金に変更となることによる増等により、対前年度
２．９％、０．１億円の増となります。

9 貸 付 金
　令和２年度の新型コロナウイルス感染症対策による特別融資（経営
安定資金）預託金の減等により、対前年度△１２．９％、２０．０億
円の減となります。

10 繰 出 金
　農業集落排水事業の企業会計への移行に伴い、当該事業会計に対す
る繰出金が補助費等に変更となることによる減等により、対前年度
△２．５％、２．３億円の減となります。

11 投資的経費
　中心市街地等再生事業の増等がある一方で、市庁舎整備事業の減や
道の駅「まえばし赤城」の整備工事の完了による減等により、対前年
度△２５．３％、４０.７億円の減となります。

区　分 主　　な　　特　　徴
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25 136,541,776 0.7 △ 1.6 3.4 3.6

26 142,893,240 △ 2.6 4.7 1.2 0.7

27 143,193,464 △ 1.8 0.2 1.0 △ 0.8

28 147,645,924 △ 4.4 3.1 0.3 0.4

29 145,892,381 △ 3.9 △ 1.2 △ 0.6 1.1

30 143,431,813 △ 6.1 △ 1.7 △ 3.9 0.8

元 144,097,941 △ 3.5 0.5 3.3 1.3

2 144,323,085 30.3 0.2 35.1 △ 1.0

3 156,364,478 3.4 8.3 △ 14.0 △ 0.2

4 153,026,442 － △ 2.1 － －

5 146,764,500 － △ 4.1 － －

84,860,094 55.5 2.8

68,166,348 44.5 △ 2.8

153,026,442 100.0 －

81,120,554 53.0 1.3

71,905,888 47.0 △ 1.3

153,026,442 100.0 －

（単位　 千円）

備　　　　　考

特定財源は、国県
支出金、市債（一
部を除く）などの
使途が特定されて
いるものです。146,764,500

区　　　  分

100.0

構成比
増減比較
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

備　　　　　考
計　上　額

構成比
％

特  　定  　財  　源

一 　 般  　財　  源 85,563,144 58.3

41.7

（２）自主財源、依存財源

歳　　入　　合　　計

予　算　額

区　　　  分

61,201,356

構成比
％

予　算　額

令　和　４　年　度
構成比

増減比較
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

依存財源は､各種譲
与税、交付金、地
方交付税、国県支
出金、市債です。
これ以外は自主財
源となります。

依　　存　　財　　源 67,059,966 45.7

歳　　入　　合　　計 146,764,500

構成比
％

令　和　５　年　度 令　和　４　年　度

100.0

自　　主　　財　　源 79,704,534 54.3

令　和　５　年　度

140,176,883 53,029,430

140,682,612

141,085,397 52,432,373

構成比
％

計　上　額

（単位　 千円）

第 5 表　一般会計予算財源内訳

134,683,849 53,439,677

139,124,565 54,152,389

－ －

187,985,239 53,584,014

161,641,822 53,480,208

－ －

第 4 表　一般会計予算額、決算額の推移

52,602,722

52,225,430

（単位　 千円）

②の①に
対する
伸び率

％

年度 当初予算額① 歳出決算額② 市税（決算額）③

①の対前
年度

伸び率
％

②の対前
年度

伸び率
％

③の対前
年度

伸び率
％

（１）一般財源、特定財源

137,511,971

52,204,966

139,224,445
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・ 掲載順は、「予算及び同説明書」同様、予算科目（款項目）順となっています。

・（◆）は新型コロナウイルス感染症対応関係予算、（■）はDX関連予算、

　（ ）は未来先行投資枠予算となっています。

1款　議会費 （単位　千円）

議員報酬等

議員報酬、手当及び共済費

議会運営事業 繰入

市議会インターネット映像配信業務委託 等 諸

政務活動費

議員が行う調査研究等の経費の一部として交付

２款　総務費 （単位　千円）

職員退職手当基金積立金（教育委員会分を含む）

令和６年度末定年退職手当分　459,311

・定年の引上げに伴い、令和6年度末定年退職者分の退職手

　当の1/2を基金に積み立て、令和6年度に取崩し充当

人事管理事業 諸

人事給与システム改修、出退勤システム機器更新 等

職員研修 諸

各種研修業務委託、市町村アカデミー等派遣 等

・ＤＸ研修（■）

行政管理課

行政管理事業

前橋市官製談合再発防止対策第三者委員会設置　8,000

・官製談合防止法並びに公契約関係競売入札妨害及び収賄に

　抵触するおそれがある事案の再発防止のため、外部有識者

　（弁護士等）のみで構成する第三者委員会を設置

第 6 表　一般会計款別主要事業一覧

・「位置付け」の番号は、「６つのまちづくりの柱」(Ｐ.１)における各主要事業の位置付けを示しています。

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

11,989

13,971 409

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

議会事務局

35,299

43,400

職員課

459,403

9

計上金額 特定財源

1,000

113,018 3,475

436,686

先行
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２款　総務費 （単位　千円）

秘書広報課

広報まえばし発行事業 国

広報印刷委託　57,000 県

諸

資産経営課

市庁舎管理事業 使・手

市庁舎ＥＳＣＯ事業（債務負担行為の設定） 財

・市役所本庁舎の老朽化した設備（空調機器、照明、制御機 諸

　器等)を更新

・スケジュール及び事業費（見込）

　R5 　　 プロポーザル（事業費）        0

　R6～R8  設備更新工事（事業費）2,045,768 債務負担行

　R9～R18 維持管理業務（事業費）   38,590 為の設定

公用車管理事業 繰入

公用車賃借料（カーシェアリング）　6,900 諸

・県とＥＶカーシェアリングの実証実験を実施（R5～R8）

市庁舎整備事業 繰入

旧議会棟解体・接続通路建築工事（3か年の2年目） 407,025 市債

駐車場整備設計委託 7,512

政策推進課

市政の総合企画事業 寄

ＳＤＧｓの推進 601

民間連携、提案などの案件に迅速、柔軟に対応するための

経費　10,000

未来政策課

未来型政策事業 国

めぶく。プラットフォーム前橋の推進 1,080 諸

・共同学生募集、就職ガイダンス、共同公開講座等

スマートシティ関連業務 7,500

・暮らしテック推進事業の実績とりまとめ、今後の国交付金

　の申請支援等

めぶくＩＤ等の現物出資に係る財産価値評価業務 500

新規 136

415,000 21,000

370,900

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

⑤ 10,286 530

224

346,032 2,995

新規 54,151

6,965

63,807 149

6

35,153 1,399

16,826

⑤ 10,707 601
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２款　総務費 （単位　千円）

文化国際課

在住外国人支援事業 国

在住外国人支援事業委託　4,051 繰入

　　事務事業の説明等〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇・外国人相談窓口の運営 諸

・英語、ポルトガル語、スペイン語、中国語、ベトナム語の

　5言語に対応

・在住外国人のための日本語教室の開催 等

在住外国人防災支援事業　1,098

・避難時の行動及び避難所ルールの翻訳（５言語）

ウクライナ避難民支援事業 寄

ウクライナ避難民日本語習得支援

文化施設管理運営事業 使・手

市民文化会館・大胡シャンテ指定管理委託　360,566 国

市民文化会館舞台機構補修工事　14,500 財

・安全性確保のため補修工事を施工 諸

歴史文化遺産活用推進事業 繰入

歴史文化イベント 諸

・新陰流 流祖祭、大胡城・牧野氏まつり

前橋空襲一斉慰霊

アーツ前橋関連事業 使・手

アーツ前橋管理運営事業　108,896 諸

アーツ前橋展覧会事業　50,000

・開館10周年を記念した企画展や「前橋の美術」展を開催

アーツ前橋美術品収蔵・管理事業 　5,773

文学館関連事業 使・手

萩原朔太郎賞運営事業　4,963 国

朔太郎音楽祭運営事業　1,500 寄

前橋文学館管理運営事業　76,265 諸

・施設管理経費

前橋文学館企画展事業　20,000

・特別企画展「吉増剛造展」、「青猫展」（仮称）等を開催

　予定

政策推進課

ふるさと前橋応援事業 財

ふるさと前橋応援寄附金や企業版ふるさと納税に係る経費 寄

諸

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

2,048

9,691

2,514

398

5,149 2,025

102,728

2,026

1,098

389,335 55,926

2,156

600

166,367 2,786

3,068

位置
付け

区分

600

⑤

⑤

2,404

⑤ 5,880 1,200

513

2,359

125,301 30

33,000

24

計上金額 特定財源

⑤

充実

⑤

⑤
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２款　総務費 （単位　千円）

情報政策課

情報システム運用事業 国

ＤＸ推進（チャレンジ＆アジャイル枠） 10,000（■） 財

ＤＸ人材の活用 2,472（■） 諸

内部統制のＤＸ検討会 960

・事務処理デジタル化後の内部統制及びクラウドガバナンス

　の推進

予算執行業務ＤＸ（電子請求・自動審査 等） 29,000（■）

・物品購入の見積書から請求書までの情報をデータ化し、

　支出命令審査事務を自動化

貸館予約システムの導入 25,500（■）（ ）

・インターネット上で市有施設の予約、キャッシュレス決済

　ができるシステムを導入（中央公民館から導入）

庁内デジタル化に伴うネットワーク等環境整備 369,851（■）

電子申請等推進事業 寄

キャッシュレス決済手数料　1,000（■）

・建築確認電子申請にキャッシュレス決済を導入

未来政策課

ＩＣＴ街づくり推進事業 寄

親子健康手帳アプリ「ＯＹＡＣＯｐｌｕｓ」の機能追加 諸

4,000（■）

・めぶくＩＤ連携機能を追加し、母子保健・子育て支援・福

　祉・教育等各種データの連携により、各家庭のニーズに合

　わせた情報提供等を実施

デジタルデバイド対策 14,500（■）

・デジタルサポーターを養成・登録・派遣するスキームを構

　築し、身近な場所でデジタル相談できる体制を整備

大胡支所地域振興課

地域振興事業

大胡祇園まつり実行委員会補助金　1,860

（令和5年7月29、30日予定）

暴れ獅子展示推進事業補助金　240

宮城支所地域振興課

地域振興事業

宮城地区納涼祭実行委員会補助金　1,750

（令和5年8月6日予定）

ふるさと地域づくり推進協議会補助金　1,100

参道松並木を守る会事業補助金　800

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

新規

新規

新規

新規 先行

384

充実

2,100

5,392

⑤

⑤

831,748 9,458

充実

1,398 432

23,045 613

1

72,174
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２款　総務費 （単位　千円）

粕川支所地域振興課

地域振興事業

粕川元気まつり実行委員会補助金　3,750

（令和5年11月5日予定）

富士見支所地域振興課

地域振興事業 使・手

県立赤城公園ビジターセンター等施設管理委託料　5,233 県

富士見産業祭実行委員会補助金　2,000 諸

（令和5年11月3日予定）

都市農村交流事業交付金 1,000

大胡・宮城・粕川・富士見支所共通

支所運営事業

Wi-Fi環境の整備に係る通信運搬費・庁用備品購入費（■）

・各支所89千円×4支所＝356千円

地域対策事業

地域課題の解決等に迅速に対応するための経費

・各支所1,000千円×4支所＝4,000

生活課（新：市民協働課）

行政連絡事務運営事業 使・手

自治会関係行政事務報償費 国

自治会長貸与端末（タブレット）通信運搬費 等

（■）

・情報伝達手段の高度化を図るため、貸与を希望する地区の

　自治会長に対してタブレットを配布

交通政策課

交通政策推進事業 県

群馬総社駅整備基本設計負担金 12,285 財

・駅舎及び東西自由通路の整備の基本設計に係る負担金 諸

　(2か年の1年目)

地域内交通（城南あおぞら号）運行への負担金 8,900

ＪＲ駅市有施設等維持管理事業 財

前橋大島駅外壁修繕工事　4,455

バス利用促進対策事業 寄

高齢者バスチャージ 5,000 諸

・R4年3月末で販売を終了した敬老バスカードに代わり、交

　通系ＩＣカードに高齢者バスチャージを実施

位置
付け

16,311

8,187 439

262新規

区分

166

4,657

276

356

4,000

1,000

2,644

20,006

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

9,200

充実

4,059

10

⑥ 25,219 6,142

⑤

⑤

100,724

275

計上金額 特定財源

14,122
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２款　総務費 （単位　千円）

バス路線維持事業 県

バス路線維持対策補助金 408,840 寄

・委託路線の運行費欠損補助、及び高崎前橋地域幹線補助 諸

委託路線バス車両更新補助 18,500

・路線バス車両の購入費の一部を補助

  

上毛電鉄維持活性化推進事業

鉄道軌道整備等補助金 129,965

・第6期上毛線再生基本方針(令和5年度～5か年計画)に基づ

　き県及び沿線市(前橋・桐生・みどり)で支援

交通バリアフリー推進事業

ユニバーサルデザインタクシー補助金 300

・高齢者、障害者等誰もが利用しやすいユニバーサルデザイ

　ンタクシー（乗降スロープ付きタクシー）の導入経費に対

　する補助

でまんど相乗りタクシー運営事業 寄

マイタク利用支援 諸

自転車活用推進事業 国

シェアサイクル運営委託 10,835 財

シェアサイクル収納事務委託 9,058 寄

・ｃｏｇｂｅ 電動自転車 150台、ポート 35か所

・あかぎｃｏｇｂｅ クロスバイク 30台、ポート 3か所

ＭａａＳ推進事業（■） 寄

公共交通データ可視化分析事業　3,000

・交通系ＩＣカードの乗降データ等を地図上で可視化・分析

　し、バス路線の見直し等の交通再編を推進

ＭａｅＭａａＳ連携高度化事業　20,000

・県と連携して構築する群馬版ＭａａＳの維持・充実及び

　市民割引等の運賃施策の実施

わかりやすい情報案内推進事業 諸

「前橋交通ポータル」（インターネットサイト）運用保守

交通政策課（新：共生社会推進課）

交通安全推進事業 財

中学生向け類似体験型自転車交通安全教室の実施　2,464 繰入

諸

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

充実 1,000

12

25,772

⑥ 3,858 168

⑥ 23,054 23,000

新規

300

194,238 61,928

772

⑥ 26,125 12,136

5,557

4,000

⑥ 130,258

⑥ 431,146 30,125

1,173

47,992

2,000
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２款　総務費 （単位　千円）

環境森林課（新：環境政策課）

環境対策事業 財

　前橋市絆でつなぐ環境基金積立金　39,996 繰入

　・新エネルギー発電事業からの売電収益等 諸

　・自己託送による六供清掃工場の売電分

　公用車（軽自動車EV3台）の更新　671

　・絆基金を活用し、EV車3台をリースにより更新(R5.12月～)

生態系保全事業 繰入

　自然環境調査委託料　9,237

　・市内に生息する生物種を調査し、本市の自然環境の現状を

　　把握。身近な生態系の保全・普及啓発を推進

　　（R5：昆虫類）

環境保全啓発事業 繰入

　まえばし環境の学び舎事業　188

　・サンデンフォレストと環境に関するワークショップ等を開

　　催

　まえばし環境家族　740

　・各家庭で環境に配慮した生活に取り組むための啓発事業を

　　実施

新エネ・省エネ機器導入補助（個人対象） 繰入

　新エネ・省エネ機器導入補助金　6,000

　・太陽光自家消費促進型自然冷媒(CO₂)ヒートポンプ給湯機

　　及び外部給電機能付電動車等の導入経費の一部を補助

次世代脱炭素設備導入補助（事業者対象）

　次世代脱炭素設備導入補助金　10,000

　・市内の個人事業主・中小企業等に対し、太陽光発電設備、

　　外部給電機能付電動車等の導入経費の一部を補助

生活課（新：市民協働課）

町内集会施設等整備費補助事業 諸

町内集会施設等の新築や増築、改修工事費の一部を補助　等

自治会一括交付金

自治会の判断や優先度に応じて活用できる交付金

地域おこし協力隊支援事業

「地域おこし協力隊」の「地域協力活動」を支援しながら、

本市への定住・定着を促進

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

新規

⑥ 1,252 1,252

⑥

670

39,985

47,120 947

⑥ 9,317 9,317

新規 10,000

14,339

6,000 6,000

456,154

47,000 15,000

計上金額 特定財源
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２款　総務費 （単位　千円）

防災危機管理課（新：共生社会推進課）

防犯灯新設・管理運営事業 寄

ＥＳＣＯ事業業務委託（H25.3～R5.6）　11,238 諸

防犯灯年間電気料　62,969

新設防犯灯設置業務委託　2,970

・中学校の通学路等に学校の要望に基づき設置予定

生活課（新：共生社会推進課）

人権事業 県

第2次前橋市人権教育・啓発の推進に関する基本計画策定に

係る有識者会議委員報酬　等

・H23に策定した基本計画の第2次計画を策定

男女共同参画市民協働事業 国

男女共同参画セミナーの実施 寄

結婚応援パートナー支援事業負担金　等

生活課（新：市民協働課）

市民活動支援事業 諸

市民活動支援センター（Ｍサポ）の直営

子どもアイデア提案型「まちづくり活動」応援プロジェクト

実施に係る他団体負担金（その他）等

市民税課

市民税賦課事業 使・手

証明書コンビニ交付事業者への手数料　等 諸

・所得・課税証明書のコンビニ交付手数料を250円から100円

　に引き下げ

収納課

市税徴収事業 諸

ペイジー口座振替手数料 836（■）

・窓口（国民健康保険課、4支所）でキャッシュカードによ

　る口座振替申込を開始（R5.4～)

（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料）

Ｗｅｂ口座振替手数料 6,800（■） （ ）

・インターネットによる口座振替申込を開始

（市県民税、固定資産税・都市計画税、軽自動車税、国民健

　康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、市営住宅

　使用料、学校給食費、上・下水道料）

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

②④

先行新規

1,556 134

充実

641 326

119

11,628 335

充実 92

73,698

新規

42,557 20,231

1,900

新規

83,464 4,461

4,000
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２款　総務費 （単位　千円）

市民課

証明交付事業 使・手

各種証明交付事務の実施

証明書コンビニ交付事業者への手数料　等

・住民票、印鑑登録証明手数料を250円から100円に引き下げ

マイナンバーカード交付事業（■） 国

企業、団体等を対象とした出張申請受付の実施 等 諸

選挙管理委員会事務局

県知事選挙 県

群馬県知事選挙執行事務（令和5年7月27日任期満了） 諸

・告示日 7月6日（木）　投票日 7月23日（日）

県議会議員選挙 県

群馬県議会議員選挙執行事務（令和5年4月29日任期満了） 諸

・告示日 3月31日（金）　投票日 4月9日（日）

・R5事務分（R4 23,456）

市長選挙並びに市議会議員補欠選挙 諸

前橋市長選挙（令和6年2月27日任期満了）及び市議会議員補

欠選挙執行事務

３款　民生費 （単位　千円）

社会福祉課

ウクライナ避難民支援事業 寄

ウクライナ避難民への一時支援金・生活支援金の支給

障害福祉課

みんなの店推進事業

道の駅「まえばし赤城」に設置する福祉ショップ「SHOP 

CAFE Qu
キュウ

」運営経費

・道の駅福祉ショップ運営業務委託　9,890

特別障害者手当等支給事業 国

精神又は身体に重度の障害のある方に対する手当

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額
位置
付け

区分

132,626 99,469

97,321 61,260

69,608

144,792

5

89,364

充実

148,524

区分 計上金額

117,383

334

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

89,359

5

特定財源

12,500

69,606

2

1,1041,104

特定財源

位置
付け

③
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３款　民生費 （単位　千円）

福祉作業所管理運営事業 使・手

・福祉作業所（7か所）及び心障デイサービスセンター指定 国

　管理料　250,000 繰入

・【CCRC関連】新福祉作業所建設工事（2か年の2年目） 諸

市債

障害者医療費 国

身体障害者（児）に対する更生医療費・育成医療費・療養 県

介護医療費

介護給付費・訓練等給付費 国

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス費等の支給 県

（対象：18歳以上）

障害者相談支援事業 国

相談支援体制整備補助金　1,700 県

・市内に新たに特定相談支援及び障害児相談支援の事業所を 諸

　開設しようとする事業者に対し、開設準備に係る経費及び

　運営費の一部を補助し、本市の相談支援体制の充実を図る

　もの

スポーツ・レクリエーション教室 国

まえばしインクルーシブスポーツフェスタ（仮称）　900 県

・共生社会の実現に向けて障害の有無や程度、年齢、性別、

　国籍等にかかわらず多様な人々が共に集うインクルーシブ

　スポーツイベントを実施

国民健康保険課

福祉医療事業 諸

福祉医療費支給事業の円滑な運営を図る

母子・父子家庭等の所得制限変更に伴うシステム改修費　等

福祉医療費支給事業 県

保険診療の自己負担分を福祉医療費として支給 寄

18歳になる年度までの通院及び入院医療費無料化を継続 諸

長寿包括ケア課

認知症伴走型支援事業 国

認知症であっても住み慣れた地域で暮らし続けることができ

るよう、早期から本人や家族に関わり相談支援を継続的に行

うため伴走型支援拠点を整備するもの

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

349,528

224,500

52

新規

2,741,321 1,258,814

627,804 12

900 44

1,797

3,59486,571

新規 22

③

③

③

19,030 36

61,000

5,815,940 2,905,000

1,452,500

1,520 760

787

112,250

28,700

5,402

30,497

284,700

449,300
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３款　民生費 （単位　千円）

高齢者補聴器購入費助成事業

ひとりひとりの聞こえの状態に合わせた、専門的な補聴器の

購入費を一部助成し、他者とのコミュニケーションがとりに

くい高齢者の閉じこもりを防ぎ、認知症予防の一助としよう

とするもの

・1人当たりの助成額：上限25,000円

・対象者：65歳以上、市民税非課税世帯、聴覚障害による身

　体障害者手帳の交付を受けていない等

はり・きゅう・マッサージサービス施術料助成事業

高齢者が心身ともに健康でいきいきとした在宅生活の確保を

図るための支援として、施術料助成を実施するもの

・対象者：満70歳以上

・助成金額：年間5枚の利用券を交付（1,000円/枚）

・交付枚数の減　7枚（R4）→5枚（R5）

老人ホーム入所措置事業 分・負

入所措置委託料

介護施設等整備事業 県

群馬県地域医療介護総合確保計画に基づく、大規模改修及び

介護現場におけるロボット・ＩＣＴ活用の促進整備補助

群馬県地域医療介護総合確保計画に基づく感染防止対策のた

めのゾーニング環境整備補助（家族面会室整備）　10,160

介護保険施設整備事業 県

整備費補助及び開設準備経費補助 市債

特別養護老人ホーム増床整備（R4選定）

地域密着型サービス整備事業 県

開設準備経費補助

・認知症高齢者グループホーム（18床）

・小規模多機能型居宅介護（6床）

老人福祉施設等大規模改修事業

既存老人福祉施設等大規模改修補助

国民健康保険課

国民健康保険特別会計繰出金 国

国民健康保険特別会計繰出金　706,170 県

保険基盤安定制度繰出金　　1,894,208

未就学児均等割保険税繰出金　 18,760

2,619,138 349,020

1,085,705

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

108,701

280,985 54,109

118,861

1,000

8,809

121,350 25,170

20,136 20,136

20,000

118,861

90,300
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３款　民生費 （単位　千円）

後期高齢者医療広域連合医療費負担金 諸

群馬県後期高齢者医療広域連合への事務費及び医療費負担金 

後期高齢者医療特別会計繰出金 県

後期高齢者医療保健事業 諸

後期高齢者医療加入者の健診実施経費

後期高齢者医療費　職員人件費 諸

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施における企画

調整専門職員の配置

群馬県後期高齢者医療広域連合派遣職員人件費

介護保険課

介護保険特別会計繰出金 国

県

子育て施設課（新：こども施設課）

児童館運営事業 使・手

公立児童館運営及び民設児童館運営補助　70,756 国

地域子育て支援センター事業（連携型）11,460 県

（日吉・朝倉・大友・下小出児童館で実施） 諸

市債

公設児童クラブ運営事業 使・手

38クラブの運営委託　等 国

県

財

市債

民間児童クラブ運営事業 国

49クラブの運営委託　等 県

施設等利用給付事業 国

幼児教育・保育の無償化対象事業の利用者に対し、利用者が 県

負担した利用料を給付

・対象事業：預かり保育事業、認可外保育施設等(一時預か

　り事業、病児保育事業、ファミリー・サポート・センター

　事業)

・対象者：保育の必要性がある3歳から5歳までの子ども及び

　0歳から2歳までの住民税非課税世帯の子ども

・補助上限額（月額）：預かり保育事業1.13万円、認可外保

　育施設等（3歳から5歳）3.7万円、（0歳から2歳）4.2万円

② 673,012 218,360

218,360

51,657 25,828

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

② 609,461 15

193,145

193,145

190

② 82,216 6

3,820

3,820

5,422,968 209,095

228,985

412

4,600

12,914

3,500

104,547

3,779,804 46,001

1,104,550 736,606

225,300

50,583 42,197

計上金額 特定財源
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３款　民生費 （単位　千円）

子育て支援課（新：こども支援課）

児童扶養手当支給事業 国

母子家庭・父子家庭の子どもが18歳到達年度の末日まで支給 諸

子育て施設課（新：こども施設課）

地域子育て支援拠点事業 国

地域子育て支援センターの運営　100,776 県

親子元気ルーム（前橋プラザ元気21 2階）運営委託　8,973

・指定管理者：ＮＰＯ法人　まえばし保育ネットワーク

　（債務負担行為 R3～R6）

子育て支援課（新：こども支援課）

児童虐待防止事業 国

まえばし子ども見守り宅食事業　3,943 諸

食材等の配布を通じた子ども見守り体制の強化

児童手当支給事業 国

15歳到達年度の末日まで支給 県

諸

子育て施設課（新：こども施設課）

病児保育事業 国

病児保育事業運営委託 県

・済生会前橋病院、前橋赤十字病院、かなざわ小児科

　クリニック、大胡第2こども園

子育て支援課（新：こども支援課）

児童養護施設等入所児童自立支援事業 寄

児童養護施設等退所者への自立支援　3,200

児童養護施設等退所者への自動車運転免許取得支援　3,200

・1人当たりの支援額：200,000円

ひとり親家庭養育費確保支援事業 国

養育費に関する公正証書等作成支援補助　1,290

養育費の保証促進補助　200

ヤングケアラー支援事業 国

教育委員会や学校と連携して、理解促進のための研修会実施

や普及啓発を図る

・学校や関係団体向けの研修会実施

・中学生等に啓発資料を配布し理解促進を図る

①

13,408

新規 1,000 500

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

4,208,412 2,939,827

629,963

143

② 109,840 39,277

39,277

1,132,366 376,710

400

40,224

88

②

4,371 2,726

13,408

745

6,400 6,400

1,490
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３款　民生費 （単位　千円）

障害福祉課

障害児通所支援事業 国

児童福祉法に基づく障害児通所給付費等の支給（対象：18歳 県

未満）

子育て施設課（新：こども施設課）

保育所管理運営事業 分・負

公立保育所の管理運営

使用済み紙おむつの処分開始（収集業務委託料）　2,695 国

・これまで使用済み紙おむつは保護者が持ち帰り処分してい 県

　たが、保育所での処分を希望する保護者のニーズや衛生面 財

　への配慮のため保育所で処分を開始するもの 寄

繰入

諸

市債

保育所委託事業（民間保育所） 分・負

民間保育所の運営委託　2,341,154

・20か所（R4 20か所） 国

第3子以降副食費補助（市単）　6,525 県

・施設に対し保護者への減免相当額を補助 財

諸

保育所施設運営補助事業（民間保育所） 諸

おむつ処分費用等衛生費加算を新設　2,072

・公立保育所における使用済み紙おむつの処分開始に合わせ

　て、民間保育所が実施するおむつ処分等の衛生面に配慮し

　た取り組みに対し補助するもの

・3歳未満児10,358人×400円×1/2（官民協働）

保育環境充実補助事業（民間保育所） 国

クラス担任を持たない保育士の人件費補助　40,850

保育支援員配置促進事業補助金　16,744

・地域住民等の多様な人材を保育支援員として園外活動時の

　見守りや周辺業務等に活用

認定こども園施設給付事業 国

認定こども園施設給付費　7,280,782 県

・51園

第3子以後副食費補助　30,462

・施設に対し保護者への減免相当額を補助

453,350

5,915

7,311,311 3,422,610

1,791,708

新規

② 58,304 8,837

60

② 57,217 2,491

1,200

2,365,134 2,387

450,000

② 745,538 1,176

使・手 96,172

1,802,250 900,000

位置
付け

1,090,684

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

1,112

使・手 235,854

区分

17

1,000

20,736

97,377

9,337

新規
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３款　民生費 （単位　千円）

認定こども園施設運営補助事業

おむつ処分費用等衛生費加算を新設　5,447

・公立保育所における使用済み紙おむつの処分開始に合わせ

　て、認定こども園が実施するおむつ処分等の衛生面に配慮

　した取り組みに対し補助するもの

・3歳未満児27,236人×400円×1/2（官民協働）

保育環境充実補助事業（認定こども園） 国

クラス担任を持たない保育士の人件費補助　51,200

保育支援員配置促進支援事業補助金　49,474

保育所整備事業 繰入

公立保育所の施設整備 市債

清里保育所未満児対応改修工事　13,500

・清里保育所の３歳未満児受入のための改修工事

旧第五保育所改修設計業務　3,000

・第二保育所と第三保育所の統合先として整備する旧第

　五保育所改修のための設計業務

民間保育所施設整備補助事業 国

認定こども園施設整備補助事業 県

民間保育所及び認定こども園の施設整備費補助

・防犯対策整備　5施設　10,865

・大規模修繕　1施設　3,713

子育て支援課（新：こども支援課）

母子父子福祉事業 国

自立支援教育訓練給付金　3,840 寄

・ひとり親家庭の親の就業支援、生活の安定のため主に雇用 繰入

　保険制度の教育訓練給付指定講座受講料の一部を支給 諸

高等職業訓練促進給付金　51,215

・ひとり親家庭の親の就業支援、生活の安定のため主に国家

　資格の取得をめざす者に給付金を支給

社会福祉課

生活困窮者自立支援事業 国

生活保護に至る前段階の生活困窮者等の自立支援対策の実施 寄

・家計改善支援事業　3,808 諸

・生活困窮者自立相談支援事業　38,242

・まえばし学習支援事業（M-Change）　11,128

・子どもの仕事への興味促進事業　100

・まえばしフードバンク事業　9,789

・住居確保給付金事業　5,250

13,679

22

71,307 42,213

1,793

12

② 1,500

18,200

② 15,434 2,767

充実

新規

②

6,952

38,000

107,774 24,631

② 62,259 42,034

600

② 129,776

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源
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３款　民生費 （単位　千円）

生活保護費支給事業 国

令和4年12月現在　被保護人員4,244人　保護率 1.27% 諸

４款　衛生費 （単位　千円）

保健総務課

休日当番医制事業

在宅当番医制による休日診療業務の委託

病院群輪番制病院運営事業

重病・重症患者等を受け入れる二次救急医療体制の確保

（日赤、群馬中央、済生会、群大病院）

医療従事者等養成事業 諸

看護師等養成所の運営費補助等により、医療従事者の確保を

図るもの

休日歯科診療所補助事業

休日歯科診療所運営費の一部補助

地域医療推進事業

公的病院等が実施する不採算医療等に対する助成

（日赤、老年病、済生会）

健康増進課

健康増進等健康診査事業 県

特定健診に併せて市独自の検査項目を実施

がん検診事業 国

胸部、胃がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がん、前立腺がん 諸

の検診業務委託料

がん検診精度管理システム改修に係る事業補助金　796

　その他の検診、健康診査事業 県

骨粗鬆症検診、歯周疾患検診、スマイル健康診査、 諸

肝炎ウイルス検診の実施

109,001

32,762 11,670

7,350,000 5,400,000

③

③

4,500

89,589

1,028,666 5,000

77,736

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

88,132

23,570

4,460

3,669

31

計上金額 特定財源

11,978

計上金額 特定財源

76,635

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）
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４款　衛生費 （単位　千円）

健康増進事業

巡回検診遠隔読影システム整備補助金 4,800 国

若年がん患者在宅療養支援事業補助金　1,404 県

・39歳以下の若年がん患者の在宅療養を支援するもの

子育て支援課（新：こども支援課）

乳幼児等健康診査事業 国

産婦健康診査　20,637 県

・産後うつ病の予防や新生児への虐待予防等を図るため、

　産後2週間・1か月の産婦を対象に健康診査を実施し、産

　後ケア事業や助産師・保健師の訪問等による早期対応に

　つなげる

母子保健相談等支援事業 国

プレコンセプションケア事業　107 県

・女性やカップルを対象に、将来の妊娠のための健康管理を

　促すため、大学や高校等に保健師が出向き普及啓発を行う

父親支援事業　10

・出産や子育てに悩む父親に対して、情報交換会や子育て経

　験豊富な父親による相談支援の実施等により、継続的な支

　援を行う

低所得妊婦に対する初回産科受診料支援事業　2,319

・低所得妊婦の経済的負担軽減や妊娠・出産の際に母子に危険

　が及ぶのを防ぐため、全額自己負担となる初回産科受診料を

　支援し、妊婦の継続的な状況把握を行うことで必要な支援に

　つなげる

・1人当たりの支援額：10,000円（国単価）

・対象者：住民税非課税世帯の妊婦

産後ケア事業委託料　15,366

・育児不安等のサポートが必要な母親へのケアを実施するも

　の

母子保健医療給付等助成事業 国

不妊治療費助成　83,250 県

・助成金額の上限を増額 繰入

・不妊治療費の自己負担額の1/2を助成 諸 6

② 278,254 12,860

1,208

②

位置
付け

新規

充実 5,000

③

28,870 10,386

702

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源区分

10万円 → 15万円 83,250

新規

新規

新規 1,302

29,478 5,055

② 103,667 8,000

充実
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４款　衛生費 （単位　千円）

出産・子育て応援給付金事業 国

国の制度創設により、妊産婦に妊娠期から出産・子育てまで 県

一貫した伴走型相談支援と出産・子育て応援給付金の一体的

実施

保健予防課

予防接種事業 使・手

乳幼児、児童生徒に対する各種定期予防接種の無料化継続 国

９価ヒトパピローマウイルスワクチンの追加 県

帯状疱疹予防接種費用の一部助成

保健総務課（新：保健予防課）

新型コロナウイルスワクチン接種事業（◆） 国

新型コロナウイルスワクチン接種体制関連業務

保健総務課

夜間急病診療所運営事業 使・手

夜間急病診療所業務委託　　 繰入

夜間急病診療所移転新築に伴う費用 諸

　移転新築工事　　477,510（2か年の2年目） 市債

　医療機器等事業用備品購入費　　82,493

市民課

斎場管理事業 使・手

斎場及び霊きゅう車の維持管理 諸

斎場Ｗｅｂ予約システムの導入（■） 市債

保健総務課

健康危機管理対策事業

新型インフルエンザによる健康被害の発生予防、拡大防止等

保健予防課

難病患者地域支援事業 国

難病患者の支援に係る事務経費　等 県

・難病患者更新申請費用助成　14,540 諸

　1疾患につき5,000円

5万円

60,008

49,598

1

妊娠届出時  妊婦1人当たり 5万円

②

③

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

伴走型相談支援

③ 1,213

244,546 59,299

20,407

285,677 192,517

46,578

新規 47,600

125,970

出産・育児等の見通しを立てるため面
談とアンケートを実施

給付金
出産応援

6,165

545,400

1,152,979

20,506

充実 2,585

59

432

30,328 314

735,975

計上金額 特定財源

子育て応援 出生届出時  新生児1人当たり

新規

③ 125,970

③
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４款　衛生費 （単位　千円）

感染症予防事業（◆） 国

新型コロナウイルス対応ＰＣＲ検査業務委託　6,302 県

新型コロナウイルス入院患者医療費負担金　153,820 諸

新型コロナウイルスＰＣＲ検査費用（保険適用）患者負担相

当分　185,198

衛生検査課

食品衛生推進事業 使・手

食品営業者及び食品営業施設等への監視指導　等 諸

動物愛護・管理推進事業 使・手

動物愛護管理センター関係調査費　6,500 繰入

動物愛護団体等活動支援交付金　18,900

保健予防課

難病患者見舞金支給事業

申請時1回のみの支給（36,000円）　R5受給者見込み　345人

小児慢性特定疾病事業 国

対象疾病に対する医療費等を補助

（小児慢性特定疾病児童等通院交通費助成 949　等）

ごみ政策課

ごみ減量化対策事業

家庭ごみ組成調査業務　3,700

・家庭から排出されるごみの品目、性状等を調査・分析し、

　これまでの取組の効果を検証するとともに、次期基本計画

　策定に向けた基礎資料とするもの

ごみ収集課

有価物集団回収事業 繰入

有価物集団回収事業実施団体奨励金 55,000

・有価物集団回収を実施する団体へ奨励金を交付

有価物集団回収事業回収業者助成金 35,000

・資源価格が回収コストを下回る場合、回収業者に対して助

　成金を交付(＠2円/㎏増額）

清掃施設課

資源化推進・最終処分場延命化事業

焼却灰の運搬及び処理処分・資源化業務　67,320

・最終処分場の延命化を図るため、焼却灰の資源化を推進

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

3,816

新規

36,546

⑥ 70,400

13

1,316

新規

90,000

35,860

⑥ 24,097

6,899

466,231

充実

③

37,176

6,886

255,852

21,676

125

12,430

75,171
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４款　衛生費 （単位　千円）

ごみ収集課

ごみ分別収集運搬事業 使・手

ごみ収集運搬委託　785,344 諸

・本庁管内の六供町・南町区域及び本庁管内以外のごみ収集

　運搬業務を民間事業者へ委託

紙・衣類等分別収集事業収集運搬業務委託 69,300

清掃施設課

清掃施設管理事業 使・手

六供町コミュニティクラブ建設新築工事　95,000 財

・六供水質浄化センター更新に伴い、温水プールに隣接する 諸

　現施設を解体し、町内に新たに建設 市債

六供清掃工場運営事業 使・手

ごみ焼却運転管理業務委託　232,848 諸

・六供清掃工場の運転管理業務の一部（施設設備の運転操

　作、保守、点検及び整備等）を委託

ごみ政策課

し尿処理施設管理事業 財

し尿及び浄化槽汚泥処理施設等の維持管理等 諸

下水道整備課

合併処理浄化槽設置補助事業 国

単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽への転換に係る補助 県

廃棄物対策課

産業廃棄物処理対策事業 使・手

法令等に基づく許可・行政処分業務、不適正事案に対する指 諸

導・監視パトロール 等

５款　労働費 （単位　千円）

産業政策課

雇用対策事業 使・手

ジョブセンター指定管理料　50,422 国

移住支援金　50,000 県

・移住世帯に18歳未満の子どもがいる場合、1,000千円/人の 寄

　加算を実施 諸

　単身600千円/人、世帯1,000千円/世帯

計上金額 特定財源

38

新規 665

⑥

③④
⑤

116,139 1,099

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

38,494

42,700

422,235 375,266

17,669

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

127,207 256

24,866

充実 48,781

20,000

12

875,700 132

16,012

4

386,998 41

10,010

14,893 2,683

16,50035,595
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５款　労働費 （単位　千円）

高等職業訓練校運営補助事業 財

運営補助金　15,912

・旧永明公民館（小屋原町）へ移転（9月予定）するための、

引越費用・維持管理経費

旧永明公民館改修工事　36,000

・R4年度に債務負担行為（R4　24,000　R5　36,000）

テルサ管理事業

前橋テルサ維持管理経費

・R5.4月から休館し、直営で維持管理を実施

6款　農林水産業費 （単位　千円）

農業委員会事務局

農業委員等報酬 県

農業委員及び推進委員報酬　54,654  

・農業委員24人、農地利用最適化推進委員53人

農業委員会運営事業 使・手

農業委員に配布したタブレットの通信費やアプリ利用料　690 諸

新規就農者対策事業

新規就農者奨励金（200千円／人）　2,000

農業参入促進事業

新規参入者等応援農家奨励金　160

・新規参入者へ農業施設等を貸与する農家等への奨励金

新規参入者定着支援事業　771

・本市へ転入し就農する方への住居費補助

農地流動化推進事業 県

農用地利用集積促進事業奨励金　3,500

・農地中間管理機構等を通じて農地の利用権設定をした場合

　に農地の借り手に対して奨励金を交付

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

④ 3,730 940

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

5,400

10,125 47

23充実

54,023 1,203

68,000

54,654

④

④ 954

2,129
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6款　農林水産業費 （単位　千円）

農政課

担い手支援事業 国

担い手支援事業補助金　43,816 県

・認定農業者等に対する農業用施設・機械導入費の一部を補

　助

スマート農業関連機器等導入支援事業補助金　2,000（■）

・集落営農組織等に対し、ドローン導入費等スマート農業に

　関する経費の一部を補助

経営継承・発展等支援事業補助金　1,000

・経営継承した市内認定農業者等に対し、経営発展に向けた

　機械購入等を支援

集落営農活性化プロジェクト促進事業補助金　5,000

・集落営農組織に対し、雇用に係る経費や共同利用機械等の

　導入経費を支援

新規就農者育成総合対策支援事業 県

49歳以下の認定新規就農者に対し、経営開始資金等を支援

園芸振興推進事業

園芸施設被覆材等張替支援事業補助金　71,428

施設園芸省エネ促進事業補助金　5,000

・市内施設園芸農家を対象に、省エネ効果の高いヒートポン

　プや内張被覆資材等の更新や導入費用の一部を補助

野菜振興事業 県

強い農業づくり総合支援交付金　18,000

・生産の効率化など意欲的な取組により、経営の発展を図ろ

　うとする担い手に対し、農業用機械・施設の導入費の一部

　を補助

野菜生産拡大支援事業　38,000

農産物直売所支援事業 財

花木農産物直売所（さんぽ道）駐車場舗装工事　16,005 市債

農畜産物加工品創出支援事業

６次産業化ステップアップ事業補助金　1,000

・６次産業化推進のため、備品購入費や施設整備費、販売促

　進費等を補助

ブランド推進事業

赤城の恵ブランド推進協議会等への事業補助金　2,700

道の駅「まえばし赤城」を拠点とした農畜産物PR事業　960

・旬の農産物の販売促進イベントの実施等

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

1,030

④ 4,180

新規

④ 56,250 50,000

④ 33,000 33,000

④ 78,027

新規

新規

23,872 4,779

14,400

④ 52,518 500

15,000
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6款　農林水産業費 （単位　千円）

農畜産物流通販路拡大事業

首都圏への販路拡大のためのトップセールス等　100

優良後継牛育成事業

優良繁殖和牛保留推進事業　2,000

・繁殖和牛への受精卵移植・精液購入、優良牛判別のための

　ゲノム検査に係る費用の一部を補助

家畜飼料生産拡大事業

濃厚飼料地域内流通定着化事業　600

・子実
しじつ

トウモロコシを生産した耕種農家に対し、作付面積に

　応じて補助

家畜防疫対策事業　

ＣＳＦ（豚熱）、鳥インフルエンザ発生防止対策　900

・養豚、養鶏農家に配布する消毒薬の購入等

ＣＳＦ（豚熱）予防対策事業補助金　5,410

・養豚農家に対し、ワクチン接種費用の一部を補助

農村整備課

農業農村整備事業 市債

農村地域防災減災事業　7,500

・大泉
だいせんぼう

坊地区（小島田町）の水路改良工事

農業水路等長寿命化・防災減災事業　5,112

・大正用水４期地区を伊勢崎市と費用按分し工事

多面的機能支払交付金 県

農地や農業用水、農村環境が継続的に保全できる活動を行う

組織や団体に対し経費分を交付

・農地維持支払交付金（36地区）　76,649

・資源向上（共同）支払交付金（26地区）　31,376

・資源向上（長寿命化）支払交付金（23地区）　55,726

市単独農業土木事業

農業用水路等の農業用施設に係る維持管理、補修・改修を

実施

・農業用施設小破修繕、水路改良工事等

かんがい排水事業 国

新規 農業用ダム遠隔監視システム導入　2,030（■） 県

・指定防災重点農業用ダム（寺沢ダム）において、監視シス 市債

　テム（カメラ・水位計・通信ユニット）を導入し、発震時

　点でリアルタイムに画像確認を可能とするもの

水路改良工事（橳島地区等、計8地区）等

32,000

171,720 130,482

100,000

65,746 2,000

24,913

11,000

新規

④ 712

2,900

④ 7,393

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

14,412 5,500
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6款　農林水産業費 （単位　千円）

農道等整備事業 県

農道等整備工事（上泉地区等、計11地区）等 市債

ほ場整備事業 市債

上細井中西部土地改良事業　20,701

県営事業に対する負担金

農業集落排水事業会計負担・補助・出資事業

農業集落排水事業会計（R5.4.1企業会計へ移行）に対する負

担金等

環境森林課（新：農村整備課）

林業対策事業 国

　林業・木材産業成長産業化促進対策補助金　39,612 県

　・市内の林業事業者（林業県ぐんまを支える認定事業体）に 繰入

　　対し、木材加工流通施設等の整備費を補助 諸

森林整備推進事業 国

　森林整備　42,641 県

　・森林環境譲与税を活用し、荒廃が著しい私有林を整備 財

　松くい虫被害森林樹種転換補助金　2,882 寄

　・県補助金を活用し、荒廃したマツ林の樹種転換等を推進　 繰入

　林業担い手対策事業補助金　4,760

　・市内の森林組合等の労働安全対策経費を支援

　林業機械化対策事業補助金　3,800

　・市内の森林組合等の林業機械の購入に要する経費を支援

　自伐型林業者支援補助金　1,500

　・自伐型林業者の施業機械のレンタル料や講習会にかかる

　　経費等を支援

　木育推進事業　1,000

　・市産材等を活用した積み木を民間保育園に配布し、木育を

　　推進

　森林環境譲与税基金積立金　80,564

　・令和５年度歳入分を積み立て、令和６年度以降森林整備等

　　に活用

農村整備課

林道維持管理事業 使・手

新規 林道・ため池点検に係るドローン導入費等　294（■） 県

・目視範囲外の危険個所の早期発見及び災害時の二次災害防 市債

　止のためドローンを活用

林道改良工事（不動大滝線等、計6地区）等

111,259 22

33,664

57,100

3,593

70

179,272 280

14,521

63,623 39,612

新規 2,358

10

500

56,301

70,330 22,654

41,100

計上金額 特定財源

20,921 9,500

692,598

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）
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6款　農林水産業費 （単位　千円）

農政課

有害鳥獣駆除対策事業 使・手

経口ワクチン散布委託業務　1,382 県

・ＣＳＦ（豚熱）対策として県から提供されるワクチンの散 諸

　布を委託

有害鳥獣対策事業　13,750

・わなの設置や巡回、捕獲後の処分等を委託

緩衝帯整備業務委託　1,000

・イノシシ等の潜み場をなくすため下草刈りを委託

７款　商工費 （単位　千円）

にぎわい商業課

ニューノーマル支援事業

電子地域通貨の導入　20,000（■）

・非接触やキャッシュレス化による感染対策に配慮した電子

　地域通貨導入のための環境整備を実施

・「めぶくＩＤ」との連携を視野に導入を進める

商店街リフレッシュ事業

街路灯等補修補助金　16,800

・水銀灯の製造・輸出入が禁止となったことを受け、商店街

　団体等が管理する街路灯等のLED化や撤去を進める必要が

　あるため、支援を実施

　○対象経費：既設街路灯の撤去・移設、LED化改修

　○補助金額：新 設：対象経費の1/2以内、100千円以内/基

　　　　　　　LED化：対象経費の2/3以内、100千円以内/基

　　　　　　　撤 去：対象経費の2/3以内、 20千円以内/基

　○補助上限：3,500千円

商工会議所補助事業・商工会補助事業

前橋商工会議所（中小企業相談所含む）　11,250

前橋東部商工会　11,500

富士見商工会　5,292

10,247

22

31,543

④

位置
付け

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

21,700

新規

16,800

④ 35,231 6

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

区分
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７款　商工費 （単位　千円）

産業政策課

制度融資・利子補給 財

小口資金融資保証料の全額補助　60,000 繰入

・中小企業の活性化を資金繰り面から支援するため、小口資 諸

　金保証料の全額補助を実施

中小企業経営振興資金補助事業　151,902(◆)

・新型コロナウイルス感染症拡大により、売上高減少等の影

　響を受けた中小企業者に対して令和2年に行った融資に係る

　借入利子と信用保証料を補助

特別融資(◆)、小口資金融資等の預託金　13,520,000

にぎわい商業課

まちなか魅力創出支援事業 諸

まちなかで開業等を行う事業者向け各種補助金

※①のうち指定通りに面する1階部分に出店する場合は、

中小企業診断士の診断と（一社）前橋デザインコミッション

の審査を受けることを補助要件とする。

まちなか活性化促進事業 財

まちなか活性化促進業務委託　86,839

・まちなかのイベント支援や広場等の施設管理委託

⑤ 97,438 70

位置
付け

②
既存店支援

店舗改修
(既存事業者)

・補助率1/2以内
・上限100
※まちなかをフィール
ドに事業化に向けたお
試し出店に要する経費
の一部を補助

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

20,000

13,537,001

1,000

1

補助金名 対象事業 補助金額

④
遊休不動産リ
ビルド支援

店舗改修
(物件所有者)

・補助率1/2以内
・上限500
※リノベーションにか
かる内外装工事等の一
部を補助

5,000

店舗改修
(新規事業者)

・補助率1/2以内
・上限1,000

④ 13,779,583 107

146,902

・補助率1/2以内
・上限1,000
※事業継承に係る店舗
改修費等の一部補助

・補助率1/2以内
・上限400

6,000

③
チャレンジ支
援

予算額

①
新規開業支援

⑤ 33,823

出店経費
(新規事業者)

店舗改修
(承継事業者)
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７款　商工費 （単位　千円）

産業政策課

創業支援事業 国

創業サポート総合制度　16,421

・中小企業診断士による定期的なコンサルティングを受ける

　ことを条件に、融資借入後3年間分の利子と保証料を補助

経営支援事業 国

(1) 人財スキルアップ補助金　4,000 寄

　①中小企業者が実施する社内研修費用等の一部を補助

　　○補助率　：対象経費の1/2（小規模企業者は2/3）

　　○補助上限：70千円（DX人材の育成に関する研修費用等

　　　　　 は50千円を加算）

(2) 生産性向上設備導入補助金　45,000

　①生産性向上枠　15,000

　・事業者に対し、設備の自動化等生産性の向上に直接的に

　　寄与する設備の導入、更新費用の一部を補助

　〇対象経費：製造業の工作機械、飲食店の厨房設備　等

　〇補助率　：1/5（小規模企業者は1/3）

　〇補助上限：1,500千円（事業所税加算上限500千円（補

　　           助対象経費の1/2以内））  

　②省エネ枠　30,000

　・中小企業者に対し、事業用省エネ機器の更新費用の一部

　　を補助

　〇対象経費：業務用空調設備、照明設備（建物内に限る）

　〇補助率　：1/3

　〇補助上限：500千円

(3) DX推進補助金　27,000（■）

　・事業者に対し、自己の業務効率化を目的としたハード

　　ウェアやソフトウェアの導入、開発等によるDX推進に要

　　する費用の一部を補助

①DX推進　25,000

　　○対象経費：ソフトウェアの開発、導入経費（付随して

　　　　　　　　必要となるハードウェアの取得に係る経費

　　　　　　　　を含む）

　　○補助率　：1/3

　　○補助上限：1,500千円（事業所税加算上限500千円（補

　　　　　 助対象経費の1/2以内））

②デジタル化推進　2,000

　　○対象経費：既存業務を新たにデジタル化する際に必要

　　　　　 な物品（PC、インボイス対応レジ等）の購

　　　　　 入経費

　　○補助率　：1/2

　　○補助上限：50千円

特定財源

200

新規

充実

④ 40,064 3,203

④ 106,310 32,216

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額
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７款　商工費 （単位　千円）

(4) 経営計画実行補助金　30,000（◆）

　・中小企業者の経営改善に向けた経営計画の作成、見直し

　　を前橋商工会議所、前橋東部及び富士見商工会が支援し、

　　経営計画の事業実施に係る経費の一部を市が補助

○対象経費：広報費、賃借料、委託費、備品購入費及び

　　　　　設置費

○補助率　：2/3

○補助上限：200千円

企業誘致等促進事業 国

企業立地促進条例等に基づく各種助成　110,231 財

・工業団地を用地取得した企業に対し、施設設置助成金、事 諸

　業促進助成金、雇用促進助成金等を交付 市債

観光政策課

まつり等補助事業（実施委員会補助）

前橋まつり　20,000

七夕まつり　8,800

花火大会　9,380

赤城公園整備促進事業 市債

赤城公園施設整備等負担金　389,000

・県が実施する赤城公園施設整備に対する負担金

赤城山観光振興事業 国

赤城山ツーリズム支援事業補助金　28,961 寄

・赤城山観光振興の推進を図るため、（公財）前橋観光コン

　ベンション協会に対して補助

・桐生、渋川、みどり市と連携し、赤城山一周サイクル

　イベント「サイクリングあかぎ」を開催 等

スローシティ推進事業 繰入

前橋・赤城スローシティ推進事業補助金　8,000 諸

・スローシティエリアで実施されるイベント・まつりのうち、

　市外県外からの多くの観光誘客が見込める事業に補助

赤城山トレイルランニング運営業務委託　2,860

シティプロモーション事業 国

移住・定住促進業務委託　4,000 諸

・移住コンシェルジュによる移住相談・情報発信等業務

・民間事業者等が集う赤城山ミーティングを開催

前橋・光のまちづくり連絡協議会負担金　2,000

・臨江閣及び群馬大橋のライトアップを実施

計上金額 特定財源
位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

10

13,900

④ 138,290 7,500

⑤ 23,400 2,403

5,327

⑤ 35,286 13,707

2,190

⑤ 15,741 535

38,180

12

⑤ 390,065 350,100

1,057
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７款　商工費 （単位　千円）

道の駅「まえばし赤城」管理運営事業 使・手

指定管理料　217,360 諸

※指定管理期間 R5.1～R20.3（15年2か月） 市債

オープン直後の渋滞対策　30,258

・臨時シャトルバスの運行、警備員の追加配置を実施

消費者教育推進事業

消費者被害の未然防止及び消費者啓発活動の推進

特殊詐欺電話対策装置の購入及び貸与　等

８款　土木費 （単位　千円）

道路管理課

道水路管理運営事業 使・手

路面清掃車の購入〔債務負担行為（ゼロ市債） R6　26,000〕 財

諸

駅前駐輪場・駐車場管理運営事業 使・手

駅前駐車場8施設、駅前駐輪場6施設の指定管理料(3か年の1年 諸

目) 等

道路管理課・東部建設事務所

道水路補修改良事業　 国

道水路補修・改良工事及び小破修繕 等　848,013 県

東地区排水計画概略設計業務委託　7,500 諸

市債

交通安全施設整備事業 交安金

防護柵、案内標識、照明灯、区画線等の設置工事 等 市債

通学路安全対策事業 市債

通学路の合同点検等に基づく危険箇所対策 等

東小通学路整備工事

道路建設課

舗装長寿命化修繕計画事業 国

舗装長寿命化修繕計画に基づく幹線道路等の路面点検業務、 市債

幹線道路の補修工事

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

82,000

10,500

98,137 59,511

新規 5,000

1,128

91,292 88,724

440

位置
付け

区分 主な計上項目 計上金額 特定財源

52,000 18,000

新規

340,600 94,500

218,700

5,098

100

27,700

103,450

1,091

⑤ 285,934 30

充実

16,000

892,513 360

生活課（新：共生社会推進課）

11,291
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８款　土木費 （単位　千円）

道路付属物長寿命化修繕計画事業 国

道路付属物長寿命化修繕計画に基づく照明、標識の点検及び 市債

修繕工事

道路建設課・東部建設事務所

道路新設改良 使・手

社会資本整備総合交付金等による道路事業(都市計画道路の 国

整備、新市建設計画及び新市基本計画に位置付けられた路線 財

の継続整備 等) 市債

道路建設課

橋りょう長寿命化修繕計画事業 国

橋梁メンテナンス・マネジメントＤＸ推進事業 諸

（ 先行 ） 市債

・橋梁メンテナンスデータのクラウドデータベース一括管理、

　ドローンとＡＩによる橋梁画像診断及び過年度竣工橋梁竣

　工図のデジタル化

橋りょう長寿命化修繕計画に基づく橋長2ｍ以上の橋りょう

の点検診断委託、補修工事

・補修設計（7橋）、点検診断（186橋）、補修工事（21橋）

歩道橋長寿命化修繕計画に基づく横断歩道橋の補修工事

・補修工事（3橋）

位置
付け

区分 主な計上項目 計上金額 特定財源

293,150

⑥ 1,391,475 50

7,000

209,5004,000（■）

新規

合 計 1,034,704

⑰ 市道00-398号線ほか(粕川2号線ほか)

⑯ 市道19-4043号線ほか(大胡) 16,000 R5～R9

40,600 R3～R8

⑭ 市道00-182号線(宮城4号線(北)) 64,000 H18～R10

⑫ 市道00-360号線(大胡110号線) 2,000 H23～R8

⑬ 市道00-352号線(大胡) 58,800 R2～R5

⑩ 泉橋通線 83,089 H23～R6

⑪ 江田天川大島線(Ⅲ期) 159,823

⑧ 木瀬中通線 44,484 R3～R8

28,000 R5～R17⑨ 木瀬城南通線

⑤ 西善玉村線 89,200 R3～R8

⑥ 市道04-104号線(道の駅アクセス道路) 40,130 H29～R6

④ 市道00-199号線（時沢米野線） 44,700 H28～R6

① 南高校通線 118,500 H30～R8

② 市道00-028号線（群大附中通線） 50,634 R1～R7

557,515

1,001

735,100

主な路線名

12,600

42,600 19,000

134,478 H27～R7

25,056

③ 市道00-196号線（小暮石井線Ⅱ期）

⑦ 市道00-101号線 H30～R5

R5 事業期間

H25～R5

⑮ 市道20-3351号線ほか(宮城3352号線ほか) 35,210 H22～R8

570,150
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８款　土木費 （単位　千円）

道路管理課

準用河川管理事業 諸

準用河川の維持修繕、除草及び浚渫業務等

都市計画課

都市計画運営事業 国

都市空間情報デジタル基盤構築業務委託　25,500 寄

・都市の図形情報と航空測量等によって取得される建物・ 諸

　地形の高さや建物の形状情報を掛け合わせ、建物等の3次

　元モデルの作成を実施

市街地整備課・区画整理課

土地区画整理事業 使・手

社会資本整備総合交付金等による区画整理事業 国

県

財

繰入

諸

市債

※　各地区の進捗率は、R3年度末現在

市街地整備課

街路事業 国

防災・安全社会資本整備交付金による街路事業（市施行） 財

市債

街路事業（県施行） 市債

敷島公園大師線2期、赤城山線

都市計画課・区画整理課・道路管理課

下水道事業会計負担金

合 計 2,280,526 ※清算期間を含む

合 計 131,600

⑪ 小暮地区 108,165 99.3% H6～R9

159,000 143,000

⑥ 139,135 68,750

351

路線名 R5 事業期間 50,600

① 上新田前箱田線 131,600 H29～

411,889

④ 新前橋駅前第三地区 92,365 15.1% H27～R9 278,600

52.2% H21～R7

⑩ 西部第一落合地区 147,329 0.2% H30～R14

⑦ 松並木地区 188,192 99.9% H5～R7

⑧ 元総社蒼海地区 499,582 62.2% H11～R8

⑨ 文京町四丁目地区 163,092

59,103

② 二中（第二）地区 900 事業認可未定 ─ 259,198

354

⑥ 2,317,555 1,958

390,570

区　　　分 R5 進捗率 事業期間 93,801

⑥ 38,913 12,750

新規 755

22,777 1

特定財源
位置
付け

区分 主な計上項目 計上金額

35.4% H19～R9

⑤ 六供地区 418,575 100.0% S58～R8

⑥ 駒形第一地区 339,225 67.8% H5～R9

③ 千代田町三丁目地区 60,236 71.8% H23～R9

2,687,859

① 二中（第一）地区 262,865
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８款　土木費 （単位　千円）

スポーツ課・公園緑地課・公園管理事務所

大規模公園等の維持管理 使・手

前橋公園、大室公園、敷島公園・ばら園、前橋総合運動公 財

園、亀泉霊園、大利根緑地、荻窪公園、みやぎ千本桜の森 諸

公園、石関公園、大胡ぐりーんふらわー牧場等、市内公園

の維持管理

公園管理事務所

街路樹管理事業

街路樹、グリーンベルト等の管理 等

温泉施設の管理運営 使・手

あいのやまの湯（荻窪）、粕川温泉元気ランド及びふれあい 繰入

館（富士見）の指定管理料(あいのやまの湯：6か年の1年目、 諸

粕川温泉元気ランド及びふれあい館：5か年の1年目) 等 市債

公園緑地課

身近な公園・緑地整備事業 使・手

(仮称)六供中央公園整備(園路整備工事等) 市債

スケートボード広場の整備

前橋総合運動公園整備事業 国

拡張用地内整備工事(第二球場整備工事等) 市債

荻窪公園整備事業 国

県道南ゾーン地区整備工事（園路広場整備工事等） 市債

公園管理事務所

都市公園バリアフリー化推進事業 国

既設の都市公園の便益施設及び園路等のバリアフリー化 市債

　＜対象＞敷島緑地等２公園

都市公園長寿命化推進事業 国

公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の維持管理 市債

　＜対象＞日吉４号公園等５６公園

公園緑地課・公園管理事務所

嶺公園管理事業 使・手

嶺公園内の維持管理 諸

45,850 15,000

23,400

24,800

69,700

12,000

10,800

100,000 46,000

71,655

6,543

37,500

174,020 77,500

41,400

① 659,018 49,602

2,900

11,049

124,154

452,258 5

位置
付け

区分 主な計上項目 計上金額 特定財源

25,200

29,975

138,700

56,000 3

78,198
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８款　土木費 （単位　千円）

公園管理事務所

中央児童遊園管理運営事業 使・手

中央児童遊園（るなぱあく）の指定管理料（5か年の4年目）、

大型遊具保守点検、補修工事 等

市街地整備課

中心市街地等再生事業 国

ＳＩＢアーバンデザイン推進事業　 6,800 県

広瀬川河畔緑地詳細設計業務委託　18,000 寄

・河畔緑地及び道路の詳細設計(事業計画：R5年度～R8年度) 繰入

優良建築物等整備事業補助金　   523,380 諸

・優良建築物等の整備を行う民間開発事業への助成 市債

　＜対象＞古市町一丁目地区

市街地再開発事業補助金　　　 1,179,894

・都市再開発法に基づく民間開発事業への事業補助

　＜対象＞ＪＲ前橋駅北口地区（表町二丁目）

都市計画課

歴史まちづくり推進事業 使・手

歴史的建造物改修費補助金　13,000 国

・歴史的建造物や附属建物（蔵など）の外観保全、一般公開

　のための内装工事などに対し、一部を補助

建築住宅課

空き家対策事業 国

空き家対策事業補助金 諸

住宅支援事業補助金

・住宅改修に係る工事費用に対し、一部を補助

建築指導課

建築基準法施行事業 使・手

建築関連情報窓口閲覧システム保守業務委託　5,170 県

諸

建築物等耐震化促進事業 使・手

耐震診断義務付け対象建築物耐震診断費補助金　22,761 国

・「群馬県地域防災計画」に位置付けられている緊急輸送 県

　道路等の沿道の建築物の耐震診断に対する補助

開発許可事業 使・手

大規模盛土造成地の変動予測調査　26,000 国

盛土規制法規制区域指定基礎調査 　9,000

主な計上項目 計上金額 特定財源

1

100,000

50

新規 7,305

135

新規

27,470 6,556

48,425

8,265

35,460 4,857

7,200

15,244 5,241

93,532 400

⑤ 1,837,481 862,578

11,666

新規

新規 100

124

34,951 8,490

17,475

位置
付け

⑤ 119,201 4,800

⑤

区分
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８款　土木費 （単位　千円）

建築住宅課

市営住宅管理運営事業、特別市営住宅管理運営事業 使・手

群馬県住宅供給公社への市営住宅管理業務委託 財

特別市営住宅入居者への家財購入費補助金 等 寄

諸

市営住宅整備事業 使・手

広瀬団地建替え等に係る各種調査業務委託　24,882 国

既設市営住宅エレベータ設置工事　80,000 市債

　＜対象＞朝倉町第二団地Ｎ棟

既設市営住宅事後保全工事（屋上防水工事等）　140,098

　＜対象＞南橘町第三団地Ｓ棟、第四団地Ｖ棟 等

９款　消防費 （単位　千円）

消防局

消防局・署運営事業 使・手

消防局庁舎空調設備改修工事（2か年の2年目） 295,800 財

【予防保全】消防局庁舎外壁落下防止等工事 15,500 繰入

【事後保全】南消防署外壁落下防止等工事 10,000 諸

市債

消防・救急デジタル無線管理事業 市債

消防・救急デジタル無線設備の更新 87,780

・R5～R7の3か年で更新予定

消防団運営事業 諸

団員報酬（年額、出動） 78,808

・消防団員の処遇改善のため、災害出動に係る報酬額を変更

消防団の活動に対する運営交付金 18,640

消防団員準中型自動車免許等取得費用助成金 600

・準中型自動車の免許取得に係る経費の一部を補助

消防団車両整備管理事業 寄

消防団用ポンプ自動車(2台)の更新

・R5に発注し、R6に納車予定

　〔債務負担行為（ゼロ市債） R6　47,400〕

156,300

位置
付け

区分 主な計上項目 計上金額 特定財源

156,508

3,333

360

36

403,950 91,142

1,056

充実

新規

594,075 590,346

87,700新規 87,897

3,736

2,950

78,900

3,883

242,400

9,168

467,640 214

計上金額

141,732

⑥

特定財源

⑥

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）
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９款　消防費 （単位　千円）

消防団車庫詰所整備管理事業 使・手

消防団車庫詰所の新築移転に向けた設計委託、地盤調査等 諸

（第3分団1部） 3,850 市債

・敷地狭隘、施設老朽化のため、車庫詰所を移転し新築

・R7事業完了予定

消火栓整備事業 使・手

消防活動に必要な水利確保のため消火栓を整備 市債

・消火栓新設工事（5基）　8,000

耐震性貯水槽建設事業 市債

・耐震性貯水槽建設工事（2基）　19,000

消防車両整備事業 寄

常備消防用車両購入 市債

・高規格救急自動車（西）　46,000

・指揮車（東）　　　　　　13,000

・資機材搬送車（消防局）　20,000

消防庁舎等建設事業 寄

中央消防署赤坂分署庁舎の建替えに向けた造成設計委託、 市債

地盤調査等 15,000

・現庁舎北西敷地に新築し、防災災害拠点としての機能強化

　及び充実化を図る

・R8事業完了予定

防災危機管理課

防災対策推進事業 国

避難所等看板の更新・新設工事　3,401 寄

・災害種別ごとの避難の可否をＪＩＳ規格のピクトグラム 諸

　（図記号）で表記

　（R5・6年度の2か年で整備）

自主防災会活動促進事業 寄

自主防災会地区防災訓練補助金　7,000

・自治会及び自治会連合会を対象に防災訓練経費の一部

　(7/10)を補助（補助上限70,000円）

総合防災訓練運営事業

災害対策基本法に基づく、総合防災訓練の実施

⑥

位置
付け

7,683 1,670

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

⑥ 新規 13,300

⑥

充実 478

20,903 1,700

6,517

58,400

15,000 524

2,030

17,428 91

6,130

8,100

⑥ 51,236 2

7,200

⑥ 19,000 19,000

⑥ 79,544

400

⑥
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１０款　教育費 （単位　千円）

教育委員会運営事業

教育ＤＸ担当の配置（■）

・ＤＸ化を検討すべき事業の抽出と課題解決に向けた支援

・教育情報発信におけるプラットフォームの整理・構築

情報政策課

教育情報ネットワーク管理事業

教育情報基盤システム保守委託料 49,284

交通安全指導事業 県

交通指導用務に係る謝礼 24,000 諸

・交通指導員による児童等の登校時における保護・誘導等

学校教育課

基礎学力検査事業

児童生徒の基礎学力の定着状況把握と、指導力の向上を図る。

外国語教育推進事業 諸

外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置（27人）

前橋イングリッシュサポーターの配置（16人）

外国語教育推進補助員の配置（1人）

学校教育課（新：学務管理課）

寺子屋事業 国

地域寺子屋事業 諸

全中学校区(19会場)での実施

総務課（教）（新：学校教育課）

情報教育推進事業 国

GIGAスクール構想の推進　等（◆■） 寄

諸

総合教育プラザ（新：教育支援課）

特別支援教育推進事業 国

特別支援学級介助員の配置（5人増：71→76人） 諸

学習サポーターの配置（5人増：71→76人）

ほっとルームティーチャーの配置（6人）

看護師の配置（12人増：3→15人）

総合教育プラザ（新：学校教育課）

教職員研修事業 諸

教職員研修の実施 等

11

① 充実 184,614 570

① 6,320

5,266

新規

70,385 761

70,385

5,739

2,276

6,829

10

① 377,897

総務課（教）

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

①

116,198

17,060

16,000

① 140,257

11

10,937

① 9,504

38,949

1,168

5,364

特定財源

303,166 247,991

計上金額

1,338

交通政策課（新：学務管理課）

29,549 245
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１０款　教育費 （単位　千円）

学校教育課（新：学務管理課）

小学校、中学校学務運営事業 諸

（中学校）校務補助員の配置（3人増：17→20人）

学校教育課（新：学務管理課）

（小学校）基礎学力向上サポート事業 諸

小学校教科指導講師の配置（3人増：22→25人）

学校教育課（新：学務管理課）

（小、中、特別支援学校）就学奨励（援助）事業 国

経済的な理由により就学困難な児童・生徒に対する援助 県

教育施設課

（小学校）校舎等大規模改修事業 国

空調更新・新設実施設計（駒形他8校） 県

トイレ大規模改造実施設計（広瀬他4校） 繰入

市債

（中学校）校舎等大規模改修事業 国

体育館空調新設実施設計（第一他9校） 繰入

トイレ大規模改造実施設計（荒砥他2校） 諸

市債

学校教育課

特別支援学校運営事業 寄

スクールバス（1台）の買替え

高等学校運営事業 使・手

エレベーター更新工事 財

火災受信機更新工事 諸

市債

総合教育プラザ（新：教育支援課）

幼稚園運営事業 使・手

市立幼稚園3園の運営経費 諸

生涯学習課

青少年学習活動支援事業 国

前橋市高校生学習室の運営経費 寄

公民館運営事業 使・手

16公民館及び1分館の運営・維持経費 財

諸

市債

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

7,002

22,478 10,861

6,600

18,000

24,750

101,435 776

169

18,700

225,863 8,297

4,469

4,221

136,802 2,357

480

①

10,500 12,334

114,100

146,720 20,233

30,000 8,187

充実 46,318

269,021 13,190

① 46,318

76,808 390

250

44,500

103,000

50,027 20,000

20,952

14

12,000

充実 16,615

14,400 3,360

187,906 50,566

17,000
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１０款　教育費 （単位　千円）

公民館大規模改修事業 市債

上川淵公民館大規模改修基本・実施設計業務　等

公民館主催社会教育事業 国

16公民館において開催する各種講座 等

図書館

図書館管理運営事業 使・手

本館・16分館・こども図書館窓口業務委託 繰入

諸

図書資料整備事業 寄

書籍の購入 諸

子ども読書活動推進事業 寄

ブックスタート事業により、絵本を介して親子のふれあいや

絆を深める。

文化財保護課

文化財施設管理事業 使・手

文化財施設の運営・維持経費等 市債

・臨江閣、大室公園民家園、総社歴史資料館 等

文化財施設整備事業 国

阿久沢家住宅耐震対策工事等 県

大室公園民家園（旧関根家住宅）茅葺屋根等改修工事 市債

臨江閣防火対策工事実施設計

文化財調査事業 国

総社古墳群に係る調査経費等 県

蚕糸業に係る歴史的建造物群調査委託 等 諸

スポーツ課

スポーツ大会開催支援事業 国

赤城山100（ワンハンドレット）ウルトラマラソン2023 諸

・赤城山の100㎞周遊コースを舞台とし、周辺6市村を走破す

るランニングイベント

・令和6年3月17日（日）開催（予定）

体育施設管理事業 使・手

市民体育館ほか22施設の指定管理委託　615,758 財

諸

①

8,151

39,195

52,300

50,000 2

① 2,358 1,455

5,662 1,750

①

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額

4,988

1,000

14,886

7,200

94,121 27,171

新規 1,965

充実 19,000 16,800

①② 1,229

位置
付け

特定財源

500 12

525

39,423 2,800

39,459

① 310,032 3

217,800 6,952

319

① 64,341 9,084

⑤ 12,536 16

716,412 82,095

6,385

10,357

10,907
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１０款　教育費 （単位　千円）

体育施設整備事業 諸

宮城総合運動場テニスコート人工芝張替工事　60,000 市債

日吉体育館改修工事実施設計　16,500

・エレベーター及び空調機器新設のため、実施設計を実施

六供温水プール解体設計業務　16,000

各体育施設補修工事　12,000

・大渡温水プール地下ピット漏水工事 等

地域貢献プロスポーツ支援事業 繰入

プロスポーツクラブ等活動支援金　31,000

・ザスパクサツ群馬等に対し活動支援金を交付

スポーツ交流事業 寄

南スーダン国際交流事業実行委員会負担金　7,869 繰入

・オリンピック終了後のレガシーづくりの実践として、南ス

ーダンの全国スポーツ大会（NUD)で活躍した選手2名を6か

 月受入れ、ザスパスポーツクラブで技術取得等を行うとと

もに、学校訪問や地区行事に参加し、国際交流を行う。

学校教育課

体力向上推進事業 県

部活動指導員の配置（4人増：6→10人）

地域部活動推進検討委員会

・関係外部団体等によるメンバーで構成された委員により、

　今後の中学校部活動のあり方を検討する。

総務課（教）

学校健康診断事業

児童、生徒及び教職員の健康診断の実施 等

学校給食実施事業 国

学校給食賄材料費 諸

食材費高騰下における、学校給食費保護者負担の抑制

を継続 （◆）

第3子以降の給食費無償化

・「同一世帯の小中学生の子供を3人以上養育」から

　「同一世帯の18歳以下の子供を3人以上養育」に拡充する。

※市立学校以外の第3子については、学校給食管理運営

　事業より補助

共同調理場運営事業 使・手

西部共同調理場延命化大規模改造工事（第2・3期） 諸

老朽化した設備の改修・更新 等 市債

140,616

充実 92,544

1,465,413 140,616

1,240,549

128,583

31,095 31,000

20,002 2,250

充実 3,385

新規

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

⑤ 8,869 380

7,489

52,000

116,144

23,000

129,230

36,800

⑤

405

1,012

113,900

4,208

623,521
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１０款　教育費 （単位　千円）

共同調理場民間委託推進事業

東部共同調理場調理・配送等業務委託

・配送業務の民間委託追加

南部共同調理場調理・配送等業務委託

西部共同調理場調理・配送等業務委託

青少年課（新：教育支援課）

支援センター運営事業 国

スクールロイヤーの委託 諸

スクールアシスタントの配置（25人）

オープンドアサポート事業業務委託

ヤングケアラー支援事業 国

ヤングケアラー実態調査及び分析業務委託　

・こども未来部や学校と連携して、ヤングケアラーの早期発

見と実態把握を図り、必要な支援につなげる。

児童文化センター運営事業 使・手

児童文化センターの運営・維持経費 寄

児童文化センター外壁落下防止工事 繰入

諸

市債

科学文化芸術教育活動事業 使・手

子どもたちの科学、文化芸術及び環境学習のための各種事業 寄

プラネタリウムプロジェクター更新 諸

市債

交通安全教育活動事業 使・手

ゴーカート運行管理業務委託 等 諸

青少年課（新：生涯学習課）

青少年自然体験教育施設管理運営事業 使・手

赤城少年自然の家の指定管理委託（R2～R6）

おおさる山乃家の指定管理委託（R5～R7）

行政管理課

公立大学法人運営事業 繰入

前橋工科大学運営費交付金　907,055 市債

2号館・図書館改築工事基本・実施設計業務（2か年の1年目）

30,000（R6 債務負担行為 70,000）

33,198 257

1,000

41,429 146

7,900

14,740 5,240

575

①

①

充実 108,900

144,166

110,583

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

5,000

322

49,724 3,200

44,070

27,100

19,897 7,200

1,000 500

363,649

61,540 3,512

3,000

2,500 173

24,749

22,385

新規

11,000

① 64,241 1,353

9,661

60,200

1,002,722
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１１款　災害復旧費 （単位　千円）

農村整備課

農業用施設災害復旧事業

道路建設課・道路管理課・東部建設事務所

公共土木施設災害復旧事業

１２款　公債費 （単位　千円）

財政課

市債元金償還金 使・手

通常債：9,897,157　臨時財政対策債：5,371,875 諸

市債利子 使・手

通常債：472,981　臨時財政対策債：97,055 諸

１３款　予備費 （単位　千円）

財政課

予備費

位置
付け

5,000

5,000

主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源区分

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

570,036 13,370

648

300,000

位置
付け

区分
主　　要　　事　　業
（四角囲みは所管課）

計上金額 特定財源

15,269,032 237,586

2,532
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（単位　千円）

2 4 2 22,707,926

6 3,298,482 6 258,269

8 83,823 8 2

9 1 9 45,659

10 150,000

32,893,082 32,893,082

 国民健康保険税  保険給付費

・一般被保険者国民健康保険税 ・一般被保険者療養給付費

・退職被保険者等国民健康保険税 ・退職被保険者等療養給付費

・一般被保険者高額療養費

 県支出金 ・退職被保険者等高額療養費
・普通交付金　　　　 　　
　群馬県からの保険給付費等に係る交付金  国民健康保険事業費納付金
・特別交付金　　　　 　　 　群馬県が県全体に占める各市町村の医療費や
　市町村の財政状況やその他の特殊要因、 所得の状況、国保加入者の人数及び世帯数に基
　事業によって交付 づいて算出した納付金

 繰入金  保健事業費
・福祉医療波及削減分 ・特定健康診査等事業費
・保険基盤安定繰入金　 　特定健康診査及び特定保健指導の実施
・職員給与費等繰入金 人間ドック助成事業

・出産育児一時金等繰入金 ・保健普及費
・財政安定化支援事業繰入金 医療費通知
・未就学児均等割保険税繰入金 ジェネリック医薬品使用推進事業
・基金繰入金

479,615

53,000 5,969
95,628
18,760
679,344

3,298,482 258,269
77,927 252,300

1,894,208

2,972,547

23,238,073 1
22,606,106

9,235,430
631,966

6,271,546 22,707,926

6,271,333 19,375,558

213 3

歳 入 合 計 32,463,366 429,716 歳 出 合 計 32,463,366 429,716

予 備 費 150,000 0

市 債 1 0 諸 支 出 金 51,009 △ 5,350

諸 収 入 113,154 △ 29,331 公 債 費 2 0

基金積立金 268 521 △ 2537 繰 越 金 1 1 0 7

1 0
基金拠出金

繰 入 金 3,273,535 24,947 保健事業費 257,273 996

5 財産収入 268 521 △ 253 5

4
共 同 事 業

1

財政安定化
1

4 県支出金 23,238,073 22,688,813 549,260

3 国庫支出金 884 901 △ 17

4,449
保 険 税

一部負担金 4 0 保険給付費 22,161,978 545,948

1
国民健康

6,271,546 6,386,436 △ 114,890 1 総 務 費 495,526 491,077

13 △ 12
拠 出 金

国民健康保険
9,235,430 9,351,492 △ 116,062

事業費納付金
3

第 7 表  国民健康保険特別会計予算計上額一覧表

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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1 4,014,071 1 113,061

2 1 2 5,002,413

3 1,104,550 3 1

4 6,000 4 8,100

5 8,953 5 10,000

0

5,133,575 5,133,575

　後期高齢者医療保険料 　総務費

・特別徴収保険料 ・職員人件費

・普通徴収保険料 ・後期高齢者医療運営事業

・保険料徴収事業

　繰入金

・事務費繰入金 　後期高齢者医療広域連合納付金

・保険基盤安定繰入金 ・徴収保険料分

（低所得者保険料軽減措置分） ・保険基盤安定制度繰入金分

・延滞金分

982,142 4,020,071

982,142

200

1,451,003 25,204

17,606

1,104,550

122,408 5,002,413

2,563,068 70,251

350 △ 350

歳 入 合 計 4,939,408 194,167 歳 出 合 計 4,939,408 194,167

4,014,071 113,061

（国庫支出金）

3,867,084 146,987

0

繰 越 金 10,000 △ 4,000 諸支出金 8,100 0

諸 収 入 11,795 △ 2,842 予 備 費 10,000

0

使用料及び
手 数 料

1 0
後 期 高 齢 者
医療広域連合
納 付 金

4,813,276 189,137

繰 入 金 1,050,178 54,372 公 債 費 1

総 務 費 108,031

第 8 表　後期高齢者医療特別会計予算計上額一覧表
（単位　千円）

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減

5,030
後期高齢者
医療保険料
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1 18,860 18,345 1 5,595,359 5,428,677

2 20,000,000 20,000,000 2 516,888 665,119

3 100 100 3 14,940,000 14,940,000

4 33,321 23,426 4 1,100 1,100

5 5,600 6,128 5 250,000 200,000

6 370,006 370,163 6 100,000 100,000

7 250,000 300,000 0 1

8 725,460 616,735

21,403,347 21,334,897 21,403,347 21,334,897

 入場料  競輪開催費

・競輪開催業務等委託（R2～R7）

 勝者投票券発売収入 ・年間61日開催予定

・ＧⅢ三山王冠争奪戦を開催

 使用料及び手数料

・グリーンドーム前橋メインイベントエリア  施設整備費

  等の使用料 グリーンドーム前橋等に係る改修・更新等経費

・第１次ＥＳＣＯ事業

 財産収入 ・第２次ＥＳＣＯ事業 18,433

・競輪場貸付収入 等 ・ドーム給排水管等改修工事

・ドームエスカレーター改修工事

 繰入金 ・ドーム外部照明等改修工事 30,000

・グリーンドーム前橋等整備基金繰入金 ・ドーム競輪走路舗装改修工事 25,000

・その他各種設備更新工事等 21,400

 諸収入

・場外発売事務委託料  施設管理費

前橋競輪場分 グリーンドーム前橋及び競輪施設の管理経費

・場外発売事務委託料

館林場外及び利根西前売SC分  交付金

・サテライト前橋発売事務委託料等 40,622 ・ＪＫＡ交付金                            

事務委託料(売上げの1.001％)、車券売場 ・全国競輪施行者協議会分担金 等

交付金(売上げの1％)

・借上施行者業務委託料  払戻返還金
・ネーミングライツ収入

施設整備事業に充当  一般会計繰出金

902,000

103,673

113,000

239,408

297,537

28,500

499,131

5,600

150,000

370,006

725,460

95,260

14,940,000

250,000

381,958

516,888

394,018

121,572

繰 越 金 △ 50,000 △ 1

33,321

諸 収 入 108,725

歳 入 合 計 68,450 歳 出 合 計 68,450

18,860 4,350,752

20,000,000

（公債費）

財産収入 △ 528 繰 出 金 50,000

繰 入 金 △ 157 予 備 費 0

勝者投票
事故収入

0 払戻返還金 0

使用料及び
手 数 料

9,895 諸支出金 0

入 場 料 515 競 輪 費 166,682

勝者投票券
発 売 収 入

0 交 付 金 △ 148,231

第 9 表　競輪特別会計予算計上額一覧表
（単位　千円）

歳 入 歳 出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減

- 53 -



（単位　千円）

2 1 2 32,611,373

6 1 6 2

8 6,039,751 8 100,000

9 100,001

10 921

11 1

35,390,793 35,390,793

保険料（第1号被保険者保険料） 総務費

・特別徴収保険料 ・人件費、事務費等

・普通徴収保険料 ・介護認定費

　介護認定調査等事業

国庫支出金 新 　　介護認定の法定期限30日遵守の取組

・介護給付費分　　 　　 　　・看護師等有資格者確保のため報酬の増額

・調整交付金 　　・委託調査迅速化のため委託料単価の増額

・地域支援事業交付金

　 ・保険者機能強化推進交付金 等 保険給付費

・居宅介護サービス給付

支払基金交付金（第2号保険料） ・地域密着型介護サービス給付

・介護給付費交付金 ・施設介護サービス給付

・地域支援事業支援交付金 ・介護予防サービス給付

・その他給付

県支出金

・介護給付費分　　 　　 地域支援事業費

・地域支援事業交付金 等 ・包括的支援事業・任意事業費

・介護予防・生活支援サービス事業費 等

繰入金

一般会計繰入金 　介護予防普及啓発事業

・介護給付費分 新 　　高齢者フレイル予防モデル事業(■)( 先行 )

・地域支援事業繰入金 　　・歩行姿勢測定システムの測定結果と高齢者

　 ・職員給与費分 　　　属性情報のデータ分析による各事業の効果

・事務費分 等 　　　検証により、事業の最適化と集中化を図る

・低所得者保険料軽減繰入金

介護給付費準備基金繰入金 諸支出金（第1号保険料還付金 等）

4,987,100

4,685,601

301,499 659,081

8,805,055 9,718,436

370,791

2,151,168

3,576,455

616,783 7,052

1,492,087

300,508

228,520

399,296

418,191

6,039,751

5,422,968

4,076,453

8,392,554

5,913,067

1,761,002

601,028

117,457

9,175,846

32,611,373

536,492

4,271,553

14,508,437

6,694,616 521,196

6,222,902 281,195

471,714 240,001

歳 入 合 計 34,209,053 1,181,740 歳 出 合 計 34,209,053 1,181,740

市 債 1 0 0

諸 収 入 799 122 0

繰 越 金 100,001 0 0

繰 入 金 5,650,784 388,967 予 備 費 100,000 0

7,052 00 7 諸 支 出 金 7,052

財産収入 1 0 公 債 費 2 0

5 基金積立金 1 1 05 県支出金 4,987,100 4,817,108 169,992

7 寄 附 金 1 1

0

4
支 払 基 金
交 付 金

9,175,846 8,862,365 313,481 4
地 域 支 援
事 業 費

2,151,168 2,091,597 59,571

3 国庫支出金 8,392,554 8,124,966 267,588 3
財政安定化
基金拠出金

1 1

11,567

使用料及
び手数料

1 0 保険給付費 31,500,771 1,110,602

1 保 険 料 6,694,616 6,653,026 41,590 1 総 務 費 521,196 509,629

第10表  介護保険特別会計予算計上額一覧表

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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（単位　千円）

3 51,597 3 9,924

66,545 66,545

貸付事業収入 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

・母子福祉資金貸付金元利収入 　修学資金等の貸付

・寡婦福祉資金貸付金元利収入　 ・母子福祉資金貸付金

・父子福祉資金貸付金元利収入　 ・寡婦福祉資金貸付金

・父子福祉資金貸付金

繰入金 ・事務費

・一般会計繰入金 

繰出金

・一般会計繰出金 14,000

12,300

321 321

242 2,880

321

14,000

14,622 42,521

14,000

380 27,020

7,800

4 諸 収 入 5 5 0 4

歳 入 合 計 58,745 7,800 歳 出 合 計 58,745

6,382

予 備 費 100 100 0

繰 越 金 42,113 9,484 公 債 費 3,542

2 繰 出 金 14,000 0 14,0002 繰 入 金 321 113 208

1
母子父子寡
婦福祉資金
貸付事業費

42,521 55,103 △ 12,5821
貸付事業
収 入

14,622 16,514 △ 1,892

第11表 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計予算計上額一覧表

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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（単位　千円）

4 1 4 10,000

134,910 134,910

　売電収入 　管理費

・堀越町太陽光発電所売電収入　　  36,264 ・堀越町太陽光発電に係るリース料等　20,586

・荻窪町太陽光発電所売電収入　    42,786 ・荻窪町太陽光発電に係るリース料等　30,308

・粕川町中之沢太陽光発電所売電収入    22,906 ・粕川町中之沢太陽光発電に係るリース料等 14,268

・教育施設太陽光発電事業売電収入   1,125 ・教育施設太陽光発電に係る補修費等　   208

・赤城山小水力発電所売電収入      31,817 ・赤城山小水力発電所管理業務等　　　 4,067

　 ・総務管理運営事業  　　　  　　　  10,555

　使用料及び手数料

・電柱等土地等使用料　　　　 　　　　10 　繰出金（一般会計繰出金）

・事業収益の一部を一般会計へ繰出し

　繰越金

　公債費

　諸収入 ・元金償還金　　　　　　　　 　  　 22,632

・金融機関預金利子　　　　　　　　　　1 ・利子          　　　　　　　　 　 　 824

　予備費 10,000

1

23,456

1

10

歳 入 合 計 136,040 △ 1,130 歳 出 合 計 136,040 △ 1,130

134,898 79,992

010,000

21,462

諸 収 入 1 0 予 備 費

3 公 債 費 23,456 23,512 △ 563 繰 越 金 1 1 0

2 繰 出 金 21,462 20,511 9512
使 用 料 及

10 10 0
び 手 数 料

1 管 理 費 79,992 82,017 △ 2,0251 売電収入 134,898 136,028 △ 1,130

第12表　新エネルギー発電事業特別会計予算計上額一覧表

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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1 100 100 1 10,000 10,000

2 10,000 10,000 2 100 100

10,100 10,100 10,100 10,100

 繰入金  用地先行取得費

・一般会計繰入金 ・土地購入費（存目）

 市債  予備費

・公共用地先行取得事業債（存目）

10,000 100

市 債 0 予 備 費 0

歳 入 合 計 0 歳 出 合 計 0

繰 入 金 0
用地先行
取 得 費

0

100 10,000

第13表　用地先行取得事業特別会計予算計上額一覧表
（単位　千円）

歳　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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1 1,747,286 539,486 1 807,167 3,057,875

2 1 1 2 356,045 427,331

3 2 2 3 1,191,277 1,983

4 707,200 3,047,700 4 100,000 100,000

2,454,489 3,587,189 2,454,489 3,587,189

 財産収入  産業立地推進費

・土地貸付収入 ・各団地管理費（除草費、測量費等) 7,948

　　ローズタウン事業用定期借地料等 ・西善中内産業用地造成事業

・土地売払収入 　　公園整備工事、上水道工事負担金等

　　西善中内産業用地、ローズタウンＦ地区　 ・駒寄スマートＩＣ産業団地造成事業

 市　債 　　用地買収、移転補償費、道路設計業務委託

・駒寄スマートＩＣ産業団地造成 ・新産業団地開発事業 394

 繰 出 金（一般会計繰出金）

・財産収入の不足を補塡するために令和４年度

  までに一般会計から繰り入れた一部の返済

 公 債 費

・元金償還金（満期一括償還）

・利子償還金

・一時借入金利子

77,230

1,695,529

1,177,500

　　 13,776

　　　　　1

707,200

707,200

356,045

1,191,277

諸 収 入 0 公 債 費 1,189,294

721,595

市 債 △ 2,340,500 予 備 費 0

歳 入 合 計 △ 1,132,700 歳 出 合 計 △ 1,132,700

1,747,286 807,167

51,757

財産収入 1,207,800
産業立地
推 進 費

△ 2,250,708

繰 越 金 0 繰 出 金 △ 71,286

第14表　産業立地推進事業特別会計予算計上額一覧表
（単位　千円）

歳 入 歳 出

款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減 款    別 本 年 度 前 年 度 比較増減
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1　収益的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

6,434,548 6,372,068 62,480 6,383,894 6,353,112 30,782

6,378,597 6,316,426 62,171 2,677,755 2,581,301 96,454

55,951 55,642 309 519,243 520,348 △ 1,105

1,081,607 1,101,182 △ 19,575 529,903 529,000 903

21 20 1 202,315 272,973 △ 70,658

1,235 1,253 △ 18 2,394,120 2,391,601 2,519

232,616 238,305 △ 5,689 60,558 57,889 2,669

192,033 193,404 △ 1,371 191,770 262,854 △ 71,084

638,921 652,411 △ 13,490 169,850 187,283 △ 17,433

16,781 15,789 992 21,920 75,571 △ 53,651

1,826 1,826 0 2,051 2,051 0

1,826 1,826 0 2,051 2,051 0

30,000 30,000 0

7,517,981 7,475,076 42,905 6,607,715 6,648,017 △ 40,302

収　益　的　収　入　及　び　支　出　の　主　な　も　の

水道料金（収入） 6,378,597 原水及び浄水費（支出） 2,677,755

・水道料金収入の減少、老朽化が進む管路及び ・浄水施設動力料 356,000

　施設の更新等の課題を踏まえ、水道事業の安 ・運転監視等業務委託 74,140

　定的な継続を図るため、令和4年4月から水道 ・県央水道受水負担金 1,726,430

　料金を改定（平均改定率17％） 　県央第一水道分 1,032,669

・有収水量 38,207 千㎥ 　県央第二水道分   693,761

水道料金以外の営業収益（収入） 55,951 配水及び給水費（支出） 519,243

・給水装置工事手数料 41,630 ・配給水管修理 275,000

・消火栓維持管理負担金 12,636 ・給水管切廻し 21,400

負担金（収入） 232,616 業務費（支出） 529,903

・下水道使用料徴収事務負担金 189,945 ・料金関連業務委託 233,772

・量水器取替業務委託 124,548

加入金（収入） 192,033 ・手数料（口座振替等） 36,474

・水道加入金 192,033
総係費（支出） 202,315

長期前受金戻入（収入） 638,921 ・水道庁舎当直業務委託 19,800

・償却資産の取得等に充てた補助金等を長期前
　受金（負債勘定）に計上しておき、当該償却 支払利息及び企業債取扱諸費（支出） 169,850
　資産を減価償却する際に、長期前受金につい ・企業債利息 169,767
　ても減価償却見合い分を収益化するもの

給 水 収 益
原 水 及 び
浄 水 費

第15表　水道事業会計予算計上額一覧表

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

営 業 収 益 営 業 費 用

そ の 他
営 業 収 益

配 水 及 び
給 水 費

営 業 外 収 益 業 務 費

受取利息及び
配 当 金

総 係 費

他会計補助金 減 価 償 却 費

負 担 金 資 産 減 耗 費

加 入 金 営 業 外 費 用

収 入 合 計 支 出 合 計

長 期 前 受 金
戻 入

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

雑 収 益 雑 支 出

特 別 利 益 特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 益

過 年 度 損 益
修 正 損

予 備 費
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2　資本的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

2,322,800 1,299,400 1,023,400 4,570,740 3,455,045 1,115,695

45,185 41,392 3,793 220,733 214,417 6,316

385,152 418,914 △ 33,762 2,080,592 2,109,248 △ 28,656

26,266 4,116 22,150 348,625 342,650 5,975

26,266 4,116 22,150 111,200 135,770 △ 24,570

1,725 0 1,725 1,698,790 573,500 1,125,290

1,725 0 1,725 106,504 75,164 31,340

2,781,128 1,763,822 1,017,306 4,296 4,296 0

2,952,129 2,926,371 25,758 1,157,517 1,230,148 △ 72,631

347,080 235,283 111,797 5,000 5,000 0

33,639 0 33,639

1,821,111 1,794,223 26,888

750,299 896,404 △ 146,105

0 461 △ 461

収 入 合 計 5,733,257 4,690,193 1,043,064 支 出 合 計 5,733,257 4,690,193 1,043,064

資　　本　　的　　支　　出　　の　　主　　な　　も　　の

施設改良費 2,080,592 施設等更新費・固定資産購入費 1,805,294

・各浄水場施設等改良工事 317,099 ・敷島浄水場更新事業　1,115,040

・都市計画関連工事 200,636 　基幹浄水場である敷島浄水場の各施設を、施設

・配水管布設替工事 340,000 　を稼働しながら順次更新

・配水管耐震工事 607,152 　　敷島浄水場配水池築造工事（3か年の2年目）

　鉛製給水管残存地区の配水管及び給水管の布設 　　

　替を順次実施（全体の44％完了予定） ・水道施設等更新事業　513,941

　水道ビジョンに基づく水道施設等の更新

耐震管整備費 348,625 　　中之沢浄水場施設築造工事（3か年の1年目）

・重要給水施設管路耐震化事業　348,625 　　上柴配水場施設築造工事（3か年の2年目）

　災害発生時に重要な拠点となる13施設に給水す 　　荻窪受水場配水池築造工事（3か年の3年目）

　る管路の耐震化を進める。(R1～R7年度計画)

【重要給水施設（13施設）】 ・ 新 県央第二水道受水施設改築更新事業 73,150
県庁、市役所、消防局、水道局、4支所、グリーンドーム 　田口、富士見北西部地域の安定給水等のため県

日赤病院、群大病院、済生会病院、群馬中央病院 　央第二水道受水施設等を建設（R5土地購入費）

　R5は、群馬中央病院、済生会病院、粕川・富士 　　

　見支所、県庁に至る管路の一部を実施予定 企業債償還金 1,157,517

・企業債元金償還金　1,157,517

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

補 塡 財 源

他会計負担金

計

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

企 業 債 建 設 改 良 費

国 庫 補 助 金 事 務 費

工 事 負 担 金 施 設 改 良 費

出 資 金 耐震管整備費

一 般 会 計
出 資 金

管 網 整 備 費

負 担 金 施設等更新費

固 定 資 産
購 入 費
リ ー ス 債 務
支 払 額

当 年 度 損 益
勘定留保資金

企業債償還金

当年度消費税資
本的収支調整額 予 備 費

過 年 度 損 益
勘定留保資金

- 60 -



1　収益的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

6,186,027 6,155,295 30,732 6,716,492 6,590,531 125,961

3,276,430 3,302,462 △ 26,032 302,566 303,683 △ 1,117

2,906,493 2,849,729 56,764 214,503 131,736 82,767

3,000 3,000 0 1,072,529 1,083,152 △ 10,623

104 104 0 388,441 324,274 64,167

1,272,168 1,246,106 26,062 96,571 95,094 1,477

22 23 △ 1 3,000 3,000 0

2,697 2,504 193 317,295 348,823 △ 31,528

1,263,370 1,237,765 25,605 3,294,785 3,270,734 24,051

6,079 5,814 265 16,802 20,035 △ 3,233

1,630 1,619 11 1,010,000 1,010,000 0

1,630 1,619 11 489,768 514,322 △ 24,554

459,340 511,792 △ 52,452

30,428 2,530 27,898

1,550 1,550 0

1,550 1,550 0

30,000 30,000 0

7,459,825 7,403,020 56,805 7,237,810 7,136,403 101,407

収　益　的　収　入　及　び　支　出　の　主　な　も　の

下水道使用料（収入） 3,276,430 し尿処理費（支出） 388,441

・有収汚水量　26,841 千㎥ ・し尿処理施設工事　　　　　　  98,516

・し尿処理施設運転管理業務委託　42,317

他会計(一般会計)負担金（収入） 2,906,493

・汚水公費負担金 774,619 総係費（支出） 317,295

・し尿処理経費等負担金 495,112 ・下水道使用料徴収事務負担金　 189,952

・雨水処理経費等負担金 1,550,165

流域下水道管理運営費（支出） 1,010,000

長期前受金戻入（収入） 1,263,370 ・流域下水道維持管理費負担金

※第15表水道事業会計の説明を参照 　県に対し、本市排水量に応じた経費を負担

処理場費（支出） 1,072,529 支払利息及び企業債取扱諸費（支出） 459,340

・水処理施設工事                 200,394 ・企業債利息 459,303

・水処理施設運転管理業務委託　 　154,368　

・汚泥処理施設運転管理業務委託　 113,452

下水道使用料 下水管維持費

収 入 合 計 支 出 合 計

第16表　下水道事業会計予算計上額一覧表

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

営 業 収 益 営 業 費 用

他会計負担金 ポ ン プ 場 費

受託工事収益 処 理 場 費

そ の 他
営 業 収 益

し 尿 処 理 費

営 業 外 収 益
住 宅 団 地
排 水 処 理 費

受取利息及び
配 当 金

受 託 工 事 費

負 担 金 総 係 費

長 期 前 受 金
戻 入

減 価 償 却 費

雑 収 益 資 産 減 耗 費

特 別 利 益
流 域 下 水 道
管 理 運 営 費

予 備 費

過 年 度 損 益
修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

特 別 損 失

過 年 度 損 益
修 正 損
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2　資本的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

1,660,700 1,688,600 △ 27,900 2,518,073 2,572,131 △ 54,058

485,800 704,050 △ 218,250 209,594 183,112 26,482

457,300 670,550 △ 213,250 909,227 1,051,202 △ 141,975

28,500 33,500 △ 5,000 103,000 185,600 △ 82,600

92,977 104,703 △ 11,726 444,100 497,100 △ 53,000

24,295 26,508 △ 2,213 123,000 238,600 △ 115,600

68,682 78,195 △ 9,513 441,002 106,374 334,628

19,800 19,800 0 25,052 43,862 △ 18,810

425,812 460,484 △ 34,672 118,100 126,100 △ 8,000

425,812 460,484 △ 34,672 134,901 105,955 28,946

6,687 39,036 △ 32,349 8,375 32,504 △ 24,129

6,687 39,036 △ 32,349 1,722 1,722 0

0 4 △ 4 2,923,291 3,075,367 △ 152,076

2,691,776 3,016,677 △ 324,901 5,000 5,000 0

2,754,588 2,635,821 118,767

105,814 140,451 △ 34,637

599,117 702,737 △ 103,620

1,749,798 1,432,736 317,062

299,859 359,897 △ 60,038

収 入 合 計 5,446,364 5,652,498 △ 206,134 支 出 合 計 5,446,364 5,652,498 △ 206,134

資　　本　　的　　支　　出　　の　　主　　な　　も　　の

管渠新設費・特定環境保全下水道建設費 934,279 処理場建設費 441,002

・下水道処理人口普及率（年度末見込） ・水質浄化センター更新事業　　 112,429

　R4年度末71.7％→R5年度末71.8% 　　更新事業に伴う事業者選定アドバイザリー業務

・R5年度整備予定面積　14.35ha 　　コミュニティクラブ移転・新築工事補償費

　　六供温水プール解体実施設計補償費 等

改築更新費 444,100 　　　補償費は下水道事業会計負担分として一

・下水道管更新事業 372,000 　　　般会計へ支出

・水質浄化センター汚泥炭化施設設備（１系炭化

ポンプ場建設費 123,000 　炉乾燥汚泥供給装置）更新工事　 　195,800

・老朽化したポンプ場施設の設備を計画的に更新

　　天川ポンプ場既存圧送管調査設計業務 企業債償還金 2,923,291

　　敷島ポンプ場受変電設備更新工事 ・企業債元金償還金　 2,923,291

　　六供地下ポンプ場発電機更新工事

受益者負担金
ポ ン プ 場
建 設 費

分 担 金

管 渠 新 設 費

県 補 助 金 雨 水 対 策 費

受益者負担金 改 築 更 新 費

国 庫 補 助 金

処理場建設費

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

企 業 債 建 設 改 良 費

国 県 補 助 金 事 務 費

工 事 負 担 金
特定環境保全
下水道建設費

出 資 金 施 設 改 良 費

企業債償還金

予 備 費計

補 塡 財 源

一 般 会 計
出 資 金

利 根 川 流 域
下水道建設費

負 担 金
固 定 資 産
購 入 費

他会計負担金
リ ー ス 債 務
支 払 額

当年度消費税資
本的収支調整額

過 年 度 損 益
勘定留保資金

当 年 度 損 益
勘定留保資金

減 債 積 立 金

その他資本収入
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令和５年４月１日付で地方公営企業法を全部適用し、特別会計から企業会計へ移行

1　収益的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

627,350 － 627,350 1,306,190 － 1,306,190

299,858 299,858 17,932 17,932

327,491 327,491 33,555 33,555

1 1 353,780 353,780

869,887 － 869,887 330 330

226,299 226,299 35,566 35,566

614,968 614,968 865,027 865,027

28,620 28,620 73,324 － 73,324

1 － 1 73,301 73,301

1 1 23 23

15,511 － 15,511

4,648 4,648

10,863 10,863

700 700

収 入 合 計 1,497,238 － 1,497,238 支 出 合 計 1,395,725 － 1,395,725

農集排施設使用料（収入） 299,858 処理場費（支出）　 353,780

・有収汚水量　2,605千㎥ ・水処理施設補修工事　　　　　49,435

・水処理施設運転管理業務委託　68,420

他会計(一般会計)負担金（収入） 327,491

・汚水公費負担金　318,838 総係費（支出） 35,566

・農業集落排水処理施設使用料徴収事務負担金

他会計(一般会計)補助金（収入） 226,299

長期前受金戻入（収入） 614,968 支払利息及び企業債取扱諸費（支出） 73,301

※第15表水道事業会計の説明を参照 ・企業債利息　　　　　　　　　73,301

そ の 他
特 別 損 失

予 備 費

収　益　的　収　入　及　び　支　出　の　主　な　も　の

      15,790

過 年 度 損 益
修 正 損

他 会 計
補 助 金

総 係 費

長 期 前 受 金
戻 入

減 価 償 却 費

雑 収 益 営 業 外 費 用

特 別 利 益
支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

過 年 度 損 益
修 正 益

雑 支 出

特 別 損 失

他会計負担金 ポ ン プ 場 費

受託工事収益 処 理 場 費

営 業 外 収 益 受 託 工 事 費

農 集 排 施 設
使 用 料

農業集落排水
管 維 持 費

第17表　農業集落排水事業会計予算計上額一覧表

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

営 業 収 益 営 業 費 用
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2　資本的収入及び支出 （単位　千円）

科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減 科　　目 本 年 度 前 年 度 比較増減

297,300 － 297,300 333,897 － 333,897

93,000 － 93,000 38,053 38,053

93,000 93,000 35,000 35,000

21,000 － 21,000 145,160 145,160

21,000 21,000 7,894 7,894

26,209 － 26,209 105,490 105,490

26,209 26,209 2,300 2,300

112,597 － 112,597 447,504 － 447,504

112,597 112,597 300 － 300

550,106 － 550,106

231,595 － 231,595

18,491 18,491

213,104 213,104

収 入 合 計 781,701 － 781,701 支 出 合 計 781,701 － 781,701

管渠新設費 35,000 処理場建設費 105,490

・取付管設置工事 ・処理施設更新工事　　　　　　68,376

・最適化整備構想策定業務　　 　6,710

改築更新費 145,160 ・維持管理適正化計画策定業務　21,670

・前橋東部地区の機能強化管路工事等

（R2～8までの7期計画の不明水対策） 企業債償還金 447,504

・企業債元金償還金　　　　　 447,504

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

企 業 債 建 設 改 良 費

国 県 補 助 金 事 務 費

国 庫 補 助 金 管 渠 新 設 費

受益者負担金 改 築 更 新 費

分 担 金
ポ ン プ 場
建 設 費

出 資 金 処理場建設費

一 般 会 計
出 資 金

施 設 改 良 費

補 助 金 企業債償還金

資　　本　　的　　支　　出　　の　　主　　な　　も　　の

他会計補助金 予 備 費

計

補 塡 財 源

当年度消費税資
本的収支調整額

当 年 度 損 益
勘定留保資金
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（単位　千円）

36,300

35,000

71,300合計

介護特会 計

一般会計 計

・橋梁長寿命化修繕計画に基づいた効果的なメンテ
ナンス並びに効率的なマネジメントを実施していく
ため、橋梁台帳、点検調書や補修工事実績等の大容
量デジタルデータをクラウドデータベースにより一
括管理

事 業 費

・要介護認定となる高齢者の抑制により、介護給付
費の抑制効果を見込む

（情報システム運用事業）

貸館予約システムの導入
25,500

収納課
（市税徴収事業）

Ｗｅｂ口座振替の導入
6,800

35,000

4,000

【介護特会】
（介護予防普及啓発事業）

高齢者フレイル予防モデ
ル事業

（橋りょう長寿命化修繕計
画事業）

橋梁メンテナンス・マネ
ジメントＤＸ推進事業

長寿包括ケア課

◎未来先行投資枠事業（令和５年度当初予算から導入）

　ＤＸや行財政改革による業務見直し又は先進技術の導入などにより、市民の利便性の向上、

・Ｗｅｂ上でいつでもどこからでも、市有施設の予
約ができる仕組みを実装
・キャッシュレス決済対応
・R5年度は中央公民館の貸館から開始し、順次対象
施設を拡大
・R6年度はキーレスの試験導入を予定
※施設窓口に予約用端末を設置し、利用を補助

・Ｗｅｂ上でいつでもどこからでも、市税等の口座
振替の申し込みができる仕組みを実装
・導入科目：市県民税、固定資産税・都市計画税、
軽自動車税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険
料、介護保険料、市営住宅使用料、学校給食費、上
下水道料

所 属 事 業 内 容 ・ 事 業 効 果
（ 細 事 業 名 ）
事 務 事 業 名

・予約手続きのデジタル化による職員の事務負担軽
減を見込む

情報政策課

　の、働き方改革に直結し、新たな事業に取り組む時間と人員を生み出す未来への投資となる

道路建設課

　健康・福祉の増進、安全・安心なまちづくり等の観点から、令和５年度予算は増加するもの

　事業について、優先的に予算計上を行いました。

・フレイル高齢者（要介護予備軍）への対策とし
て、データに基づく効果的なフレイル予防モデル事
業を創出
・歩行姿勢測定システムの測定結果と高齢者の属性
情報（参加事業・活動、居住地域等）を組み合わせ
たデータを分析し、各事業の効果検証を行い、事業
の最適化と集中化を図る

・口座振替利用率の向上による、市が支出する納付
手数料の削減効果、手続きのデジタル化による職員
の事務負担軽減を見込む

・橋梁点検用ドローンとＡＩによる画像診断を用い
て、直営点検の効率化により職員点検橋梁数の増加
を実現させ、点検業務委託料の削減を見込む
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（単位　千円）

所 属 細　事　業　名 （ページ）

 １　住民の利便性向上

情報政策課 情報システム運用事業 （13） 25,500

情報政策課 電子申請等推進事業 （13） 1,000

収 納 課 市税徴収事業 （17） 836

収 納 課 市税徴収事業 （17） 6,800

市 民 課 斎場管理事業 （27） 21,261

市 民 課 マイナンバーカード交付事業 （18） 148,524

情報政策課 情報システム運用事業 （13） 29,000

情報政策課 情報システム運用事業 （13） 369,851

 ２　新たな価値創造

交通政策課 ＭａａＳ推進事業 （15） 3,000

介護保険課
【介護特会】介護予防普及啓発
事業

（54） 35,000

職 員 課 職員研修 （10） 236

情報政策課 情報システム運用事業 （13） 10,000

農村整備課 林道維持管理事業 （33） 294

道路建設課 橋りょう長寿命化修繕計画事業 （39） 4,000

総務課（教）
教育委員会運営事業（職員人件
費）

（45） 7,000

情報政策課 情報システム運用事業 （13） 2,472

未来政策課 ＩＣＴ街づくり推進事業 （13） 4,000

生活課（新：市民協働課） 行政連絡事務運営事業 （14） 16,311

交通政策課 ＭａａＳ推進事業 （15） 20,054

農 政 課 担い手支援事業 （31） 2,000

にぎわい商業課 ニューノーマル支援事業 （34） 20,000

産業政策課 経営支援事業 （36） 27,000

総務課(教)（新：学校教育課） 情報教育推進事業 （45） 303,166

 ３　すべての住民に

未来政策課 ＩＣＴ街づくり推進事業 （13） 14,500

大胡・宮城・粕川・富士見支所 支所運営事業 （14） 356

農村整備課 かんがい排水事業 （32） 2,030

1,039,191

35,000

1,074,191

事　業　内　容

斎場Ｗｅｂ予約システムの導入

◎ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）関連事業

　デジタル技術とデータの活用を推進し、住民本位の行政及び地域社会を目指す「前橋市ＤＸ推進計画
　（計画期間：2021年4月～2026年3月）」に基づく関連予算を計上

３つの柱と８つの重点事業（主な計上項目）
事業費

(1) 行政手続きのオンライン化

貸館予約システムの導入

建築確認電子申請キャッシュレス決済の導入

ペイジー口座振替の導入

Ｗｅｂ口座振替の導入

林道・ため池点検に係るドローンの導入

(2) マイナンバーカードの普及・活用

企業、団体等を対象とした出張申請受付の実施 等

(3) 情報システムの全体最適化

予算執行業務ＤＸ（電子請求・自動審査 等）

庁内デジタル化に伴うネットワーク等環境整備

(1) 官民データ活用の推進

公共交通データ可視化分析

高齢者フレイル予防モデル事業

(2) 市役所のＤＸ推進

市職員に向けたＤＸ入門研修

デジタル技術を活用した業務の変革に挑戦（ＤＸ
推進・チャレンジ＆アジャイル枠）

(1) デジタルディバイドの解消

橋梁メンテナンス・マネジメントＤＸ推進事業

教育ＤＸ担当の配置（教育情報発信におけるプ
ラットフォームの整理・構築 等）

(3) 地域社会のＤＸ推進

ＤＸ推進に係る外部人材（ＤＸ人材）の活用

親子健康手帳アプリ「ＯＹＡＣＯｐｌｕｓ」の機
能追加

自治会へのタブレット貸与

ＭａｅＭａａＳ連携高度化 等

スマート農業関連機器等導入支援事業

電子地域通貨の導入

ＤＸ推進補助金

ＧＩＧＡスクール構想 等

合　　　　計

デジタルサポーターによる身近な場所でデジタル
相談できる体制を整備

(2) デジタルインフラの整備

４支所へのWｉ-Fｉ環境整備

農業用ダム遠隔監視システムの導入

一般会計 計

介護特会 計
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【一般会計】 （単位　千円）
細 事 業 名

事 業 内 容 国庫支出金 県 支 出 金 市 債 一 般 財 源

農業農村整備事業

農村地域防災減災事業

舗装長寿命化修繕計画事業

舗装長寿命化修繕計画に係る路面舗装工
事

中心市街地等再生事業

広瀬川河畔緑地整備

中心市街地等再生事業

広瀬川での公共空間利用社会実験

146,600 109,300 0 35,800 1,500

【下水道事業会計】 （単位　千円）
事 業 名

事 業 内 容 国庫補助金 企 業 債 他会計負担金 自 己 財 源

改築更新事業

下水道管耐震化工事

20,000 10,000 9,000 0 1,000合 計

1,000

合 計

所 属 予算計上額
財 源 内 訳

下水道整備課 20,000 10,000 9,000

0

農村整備課 72,000 72,000 0

道路建設課 40,000 20,000 20,000

1,500

市街地整備課 31,600 15,800 15,800 0

市街地整備課 3,000 1,500

◎国補正予算活用による令和４年度予算への前倒し事業

所 属 予算計上額
財 源 内 訳
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行財政改革の推進

1 歳入関係

2 歳出関係

Ｒ５計上額

当初予算額の推移（一般会計）

＜ふるさと納税の充実＞
・使途事業の明確化による寄附募集
・魅力ある返礼品（地場産品）の充実
・寄附申込時の利便性向上

＜広告収入の確保・拡充＞
・市有施設のネーミングライツ
・広報まえばし、ごみ収集カレンダー広告収入
等

7,977万円 2億8,500万円

＜ファシリティマネジメントの推進＞
・全市的な優先順位付けによる予防保全計画
の推進

予防保全工事 1件 1,550万円
事後保全工事 30件 5億2,571万円

＜民間委託等の推進＞
・東部共同調理場の業務委託

→配送業務の委託化により経費を縮減
（▲1,852万円/年）
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歳入の内訳 ※いずれも各年度の当初予算額（一般会計）

（単位：億円）

537.0 535.9

483.2

532.4
543.6

400

450

500

550

元 2 3 4 5

億円

年度

市税の推移

（30.9%）

（37.3%）

(  )構成比

（34.8%）

（37.0%）

（37.1%）

市税 543.6

37.0%

国庫支出金 232.4

15.8%

諸収入 171.7

11.7%

地方交付税 142.0

9.7%

譲与税・交付金

118.2

8.1%

市債 73.0

5.0%

その他 186.7

12.7%

歳入

1,467.6億円

113.0

123.0 120.0
127.0

142.0

100

125

150

175

200

元 2 3 4 5

億円

年度

地方交付税の推移

（7.7%）（8.3%）

（7.8%）

（8.5%）

(  )構成比

（9.7%）

48.0
59.0

81.0
45.0

19.0

108.3 95.6

87.3

85.4

54.0

0

50

100

150

200

元 2 3 4 5

億円

年度

市債の推移

（10.8%）（10.7%）
（10.8%）

（8.5%）

(  )構成比

156.3 154.6

130.4

168.3

通 常 債

臨時財政対策債

（5.0%）

73.0
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歳出の内訳（款別） ※いずれも各年度の当初予算額（一般会計）

522.1 550.0 547.7 562.8 562.3

0

200

400

600

800

元 2 3 4 5

億円

年度

民生費の推移

（36.8%）（38.3%）（38.1%）（35.0%）

(  )構成比

（36.2%）

民生費 562.3

38.3%

商工費 160.2

10.9%

土木費 159.8

10.9%

公債費 158.4

10.8%

教育費 127.2

8.7%

総務費 111.5

7.6%

衛生費 102.6

7.0%

その他 85.6

5.8%

歳出

1,467.6億円

（単位：億円）

185.2
203.7

166.2 156.8 159.8

0

100

200

300

元 2 3 4 5

億円

年度

土木費の推移

（10.2%）

（14.1%）

（10.6%）

(  )構成比

（12.9%）

（10.9%）

135.2 138.2 133.2 123.0 127.2

0

100

200

元 2 3 4 5

億円

年度

教育費の推移

（8.0%）
（9.6%）

（8.7%）（8.5%）（9.4%）

(  )構成比
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歳出の内訳（性質別） ※いずれも各年度の当初予算額（一般会計）

308.1 325.2 330.9 338.9 342.8

212.8
221.0 220.6 219.5 210.8

149.4
153.6 157.9 159.7 158.4

0

100

200

300

400

500

600

700

800

元 2 3 4 5

億円

年度

義務的経費の推移

（46.6%） （45.4%） （46.9%）
718.1 712.0670.3 699.8

（48.5%）
709.4

（48.4%）

(  )構成比

公債費

人件費

扶助費

義務的

経 費

712.0

48.5%

扶助費 342.8 

23.3％

人件費 210.8

14.4%

公債費 158.4

10.8%投資的経費 120.1

8.2%

その他 635.5 

43.3%

（単位：億円）

歳出
1,467.6億円

220.6

192.2

169.4
160.8

120.1

0

100

200

300

元 2 3 4 5

億円

年度

投資的経費の推移

（8.2%）

（15.3%）

（13.3%）

（10.8%）
（10.5%）

(  )構成比
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借入金残高の状況（関連団体を含む）

年度末借入金残高の推移

※令和３年度末までは決算額、令和４年度、５年度は見込額です。

単位：億円

年度末

1,754.6

1,701.9

1,639.6
1,614.5

1,584.6

1,539.1
1,504.4

1,474.3
1,447.8 1,446.9

1,394.6

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5

億円
全体の借入金残高推移（臨財債除く）

１０年間で
▲３６０．０億円

区
分 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5 対前年

一般会計 1,502.7 1,516.2 1,515.0 1,534.6 1,554.8 1,545.1 1,540.2 1 ,537.7 1,557.0 1,520.9 1,441.2 -5.2%

うち臨時財政対策債 511.3 548.3 580.8 599.6 615.2 623.6 623.2 627.9 652.3 630.2 595.4 -5.5%

うち通常債 991.4 967.9 934.2 935.0 939.6 921.5 917.0 909.8 904.7 890.7 845.8 -5.0%

3.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -

1.7 0.8 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 -16.7%

- 0.0 0.0 0.9 2.8 4.2 4.0 3.8 3.6 3.3 3.1 -6.1%

- 3.2 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 100.0%

- 37.5 34.9 26.2 12.6 8.3 4.6 1.1 7.6 39.3 34.6 -12.0%

- - - - - - - - - - - -

178.0 169.5 161.1 154.5 145.9 138.4 128.6 128.2 119.4 119.3 130.9 9.7%

459.6 451.4 438.1 432.3 422.2 408.9 395.3 379.8 363.6 349.0 336.4 -3.6%

74.9 71.6 68.9 65.0 60.9 57.2 54.3 51.0 48.3 44.6 43.1 -3.4%

小   計 2,220.3 2,250.2 2,220.4 2,214.1 2,199.8 2,162.7 2,127.6 2 ,102.2 2,100.1 2,077.1 1,990.0 -4.2%

小　 計(臨財債を除く） 1,709.0 1,701.9 1,639.6 1,614.5 1,584.6 1,539.1 1,504.4 1 ,474.3 1,447.8 1,446.9 1,394.6 -3.6%

0.0 - - - - - - - - - - -

45.6 - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

45.6 - - - - - - - - - - -

合　　　計 2,265.9 2,250.2 2,220.4 2,214.1 2,199.8 2,162.7 2,127.6 2 ,102.2 2,100.1 2,077.1 1,990.0 -4.2%

合　　　計（臨財債を除く） 1,754.6 1,701.9 1,639.6 1,614.5 1,584.6 1,539.1 1,504.4 1 ,474.3 1,447.8 1,446.9 1,394.6 -3.6%

※令和５年４月１日付で地方公営企業法を全部適用し、特別会計から企業会計へ移行

関
連
団

体

前
橋
市

農業集落排水事業会計 ※

下水道事業会計

水道事業会計

簡易水道事業等特別会計

　　　　　　　　　　　　　　　年度末

会　計

前橋市土地開発公社
（Ｈ26.3解散）

前橋工業団地造成組合
（H26 .3解散）

（財）グリーンドーム前橋
（H23 .3解散）

小   計

産業立地推進事業特別会計

用地先行取得事業特別会計

新エネルギー発電事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

競輪特別会計
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市債残高の状況（一般会計）

※令和３年度までは決算額、令和４年度、５年度は見込額です。

将来、残高の100％
（595.4億円）は普通
交付税として国から
交付される見込

（Ａ）

将来、残高の37.6％
（※）（318億円)は普
通交付税として国か
ら交付される見込

（B）

R５年度末残高
1,441.2億円
・うち交付税算入見込額
（Ａ）+（Ｂ） 913.4億円
（63.4％）
・うち実質的な市民将来
負担額 527.8億円
（36.6％）
（理論値）

※37.6%は、将来負担比率算
定（R3決算）における市債残
高に対する交付税（基準財政
需要額）算入見込額の割合

※令和３年度までは各年度末の本市人口で算出
※令和４年度、５年度は令和４年１２月末の本市人口（331,771人）で算出

991.4

967.9

934.2 935.0 939.6

921.5 917.0 909.8 904.7 890.7
845.8

511.3 548.3 580.8 
599.6 615.2 623.6 623.2 627.9 
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億円

年度

市債残高の推移

1,537.7

(  )対前年度縮減額

(▲1.2)

(▲33.7)

1,520.9(19.3)

(▲7.2)

1,441.2
(▲36.1)

(5.2)

(60.8)

1,515.0

(▲14.0)

1,502.7

(▲44.9)

1,557.0

(▲79.7)

1,516.2

(13.5)

(▲23.5)

1,534.6
(19.6)

(0.8)

1,554.8
（20.2）

1,545.1
(▲9.7）

(4.6)

(▲4.5)

1,540.2
(▲4.9）

(▲18.1）

(▲2.5)

(▲5.1)
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27.4 
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市民１人あたりの市債残高の推移
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プライマリーバランス（一般会計）

※プライマリーバランスとは、過去の市債の元利払い以外の支出と、市債発行を除い
た収入との収支 （歳入総額－市債）－（歳出総額－公債費）

※赤字の場合は将来に負担を転嫁することになります。
※令和３年度までは決算額、令和４年度、５年度は見込額です。
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基金残高の状況

※令和３年度までは各年度末の本市人口で算出
※令和４年度、５年度は令和４年１２月末の本市人口（331,771人）で算出

※令和２年度までは決算額、令和３年度、４年度は見込額です。

＜その他の基金＞
①公共施設等整備基金
②減債基金
③社会福祉基金
④国際交流基金
⑤国民健康保険基金
⑥介護給付費準備基金
⑦グリーンドーム前橋財政調整基金
⑧グリーンドーム前橋等整備基金
⑨職員退職手当基金
⑩交通安全基金
⑪ふるさと前橋応援基金
⑫教育振興基金
⑬絆でつなぐ環境基金
⑭土地開発基金
⑮学校教育施設整備基金
⑯森林環境譲与税基金
⑰新型コロナウイルス感染症対策

中小企業経営支援基金
⑱企業版ふるさと納税基金
⑲アーバンデザイン基金

年度末
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市民１人あたりの基金残高

※令和３年度までは決算額、令和４年度、５年度は見込額です。
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下水道

事業

7.7億円

35.3%

環境衛生

施設整備

6.7億円

30.7%土地区画整理

3.3億円

15.1%

道路整備

1.8億円

8.3%

防災事業

0.3億円

1.4%

その他 2.0億円

9.2%

事業所税
２１．８億

都市計画税・入湯税・事業所税の使い道

目的税（都市計画税・入湯税・事業所税）は、令和５年度において次のように使われます。

都市計画税：市街化区域内等に、土地、家屋を所
有している人に対して課税され、都市計画区域内
の街路、公園、下水道の整備などを行う「都市計
画事業」や「土地区画整理事業」など、まちづくりの
ための事業の財源に充てられます。

入湯税：鉱泉浴場（温泉）の入湯客に対して課
税され、環境衛生施設、消防施設などの整備
や観光振興に関する事業の財源に充てられま
す。

事業所税：市内で一定規模を超える事業を営む事業主に対して課税され、道路、公園、上下水道、教育
文化施設の整備など、都市環境の整備及び改善に関する事業の財源に充てられます。

下水道事業

14.8億円

67.9%

土地区画整理

6.3億円

28.9%

公園整備

0.4億円

1.8%

街路整備

0.3億円

1.4%

都市計画税
２１．８億円

観光振興

0.43億円

86.0%

消防施設整備

0.05億円

10.0%

環境衛生施設整備

0.02億円

4.0%

入湯税
０．５億円

＜事業所税の具体的な使い道（主なもの）＞

以下の事業等の整備の一部に使われます。

・雨水処理、汚水処理等の経費に係る下水道
事業会計への負担金等

・六供、荻窪、富士見各清掃施設の補修
・し尿処理施設の補修
・元総社蒼海、六供、駒形第一、二中地区、文京

町四丁目等 土地区画整理

・江田天川大島線、市道００－１９６号線（小暮石
井線）、南高校通線、西善玉村線等 道路整備

※なお、当初予算上の扱いですので、今後の歳入状況の変
動により使い道が変更となる場合があります。
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■老人福祉センターの管理運営
■生活保護費及び児童扶養手当等の支給、生活困窮者への自立支援の実施
■障害福祉サービス費等の支給

医療

■福祉医療費の支給

　 対象：子ども、重度心身障害者、高齢重度障害者、母子・父子家庭等

■後期高齢者医療費の負担金

■放課後児童クラブの運営委託
■認定こども園への施設型給付費等の給付
■児童手当の支給、妊婦健診等の実施

介護
■介護保険サービス費の公費負担分
　 

■がん検診、小児健診、その他健診の実施
■帯状疱疹予防接種費用の一部助成の実施
■各種予防接種、感染症予防等の実施

少子化対策

保健衛生

社会福祉

保健衛生
5.1億円

少子化対策
9.2億円

介護

9.0億円

医療

11.6億円

社会福祉

12.5億円

社会保険

0.2億円

（19.3%）

（18.9%）

（24.4%）

（26.3%）

（0.4%）

（10.7%）

地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

47.6億円

消費税率引上げ分に係る地方消費税交付金の使い道

引上げ分に係る地方消費税交付金増収分の使途と充当額

主な使い道

消費税率（国・地方）については、令和元年１０月１日に８％から１０％へ引き上げられ、このう
ち地方消費税率については１．７％から２．２％に引き上げられました。

引上げ分の地方消費税収については、「消費税法第１条第２項に規定する経費（年金、医
療、介護、少子化対策の社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費（社会福祉、社
会保険、保健衛生）」に充てるものとされています。

令和５年度における地方消費税交付金増収分約４７．６億円については、次の事業の一部に
使われます。
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競輪収益金の使い道

競輪事業の収益金は、これまでも福祉施設や教育・文化施設の整備等に役立てられてい
ます。

令和５年度の競輪収益金は、教育、福祉の分野に重点的に充当し、市民福祉の向上のた
め、次のように使われます。

また、コンベンション施設でもあるグリーンドーム前橋の維持管理を競輪事業が支えていま
す。

＜競輪収益金の具体的な使い道（主なもの）＞

以下の事業に活用されます。

＜教育施設・体育施設整備＞
・小中学校施設整備
・市立前橋高校施設整備

＜社会福祉施設整備＞
・老人福祉施設整備
・民間保育所施設整備
・認定こども園施設整備

＜清掃施設整備＞
・六供清掃工場施設整備
・荻窪清掃工場施設整備
・し尿処理施設整備

※なお、当初予算上の扱いですので、今後の歳入状況の変動により使い
道が変更となる場合があります。

教育施設・体育

施設整備

1.8億円

72%

社会福祉施設

整備

0.3億円
12%

清掃施設整備

0.4億円
16%

２．５億円
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市民1人あたりの予算 （一般会計） その１

市 税 163,836円 100.0%

内

訳

固定資産税 68,579円 41.9%

個人市民税 59,739円 36.5%

法人市民税 12,083円 7.3%

たばこ税 6,877円 4.2%

都市計画税 6,571円 4.0%

事業所税 6,566円 4.0%

軽自動車税 3,276円 2.0%

入湯税 145円 0.1%

市民１人あたりの経費 442,367円 100.0%

財
源
内
訳

市 税 163,836円 37.0%

国・県 101,683円 23.0%

地方交付税 42,801円 9.7%

譲与税・交付金 35,637円 8.1%

市債 22,005円 5.0%

繰入金 12,229円 2.7%

その他 64,176円 14.5%

市民１人あたりに要する経費とその財源

市民１人あたりの納税額

令和4年12月末本市人口（331,771人）で算出
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市民1人あたりの予算（一般会計） その２ 目的別

0

民生費 169,480円

公債費 47,742円 教育費 38,331円

土木費 48,176円

総務費 33,608円

衛生費 30,929円 消防費 13,966円

商工費 48,300円

農林水産業費 8,170円

労働費 797円議会費 1,934円 その他 934円

市の支出総額は、1,467億6,450万円です。
市民の皆さん1人あたりでは44万2,367円で、下のような目的の事業に
使われています。 令和4年12月末本市人口（331,771人）で算出
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ことばの説明

【財政調整基金】財源不足が生じたとき
のために貯めている貯金

【プライマリーバランス】歳入額から市
債発行額を差し引いたものと、歳出額か
ら公債費を差し引いたものの差。黒字が
健全な状態で、赤字の場合は、返済する
以上に新しい借金を重ねていることにな
ります。

【一般会計】福祉や事業を行う経費をま
とめた基本的・中心的な会計

【特別会計】特定の収入で事業を行い、
一般会計と区分して経理するもの。例え
ば、競輪事業は競輪の収入で事業を実施
しています。

【一般財源】国庫補助金などと異なり、
使用目的が決められていない財源（市税
など）

１．全般編

【地方交付税】一定のサービスが維持で
きるよう国から交付される収入（収入の
不足分を交付）

【市債（地方債）】市（地方公共団体）
の長期借入金

【臨時財政対策債】地方交付税の替わり
に発行する市債（地方債）。後年度、地
方交付税として国から交付されます。

【市税（地方税）】市（地方公共団体）
が課税し、徴収できる税金（市民税、固
定資産税、軽自動車税、市たばこ税な
ど）

２．歳入編

【通常債】市債（地方債）から臨時財政
対策債を除いたもの

【物件費】消耗品など、主に消費される
ものにかかる経費

【投資的経費】施設や道路等の社会資本
整備に要する経費

【義務的経費】支払が義務付けられてい
る経費(人件費、扶助費、公債費)

【人件費】議員や職員の給与など

【扶助費】社会保障制度の一環として、
援助のために支払われる経費

【維持補修費】施設を保全するための補
修に要する経費

３．歳出編（性質別）

【民生費】生活保護の支給、保育所など
の運営、高齢者や障害者の福祉のための
経費

【土木費】道路、橋、公園、市営住宅な
どの整備管理のための経費

【教育費】学校、教育、文化、スポーツ
のための経費

【公債費】借入金の返済（元金・利子）
のための経費

【商工費】商工業・観光の振興のための
経費

【総務費】市役所等の管理、広報などの
ための経費

【衛生費】ごみの収集、感染症予防、環
境対策などのための経費

【農林水産業費】農林水産業の振興のた
めの経費

【労働費】雇用対策や就労支援のための
経費

【議会費】議会運営のための経費

【消防費】消防や救急活動のための経費

４．歳出編（目的別）
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